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Ⅰ 計画策定に当たって 
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１ 計画策定の趣旨 

 

   本道の離島地域においては、昭和２８年（１９５３年）に離島振興法（昭和

２８年（１９５３年）法律第７２号。以下「法」という）が制定されて以来、

空港、港湾、道路などの交通基盤の整備、水産業をはじめとする産業の振興、

生活環境の整備や医療の確保などの施策が推進され、各種基盤の整備が進めら

れてきた。 

   また、道においては、法に基づき道内離島地域の各町と連携して「北海道離

島振興計画」を策定し、離島に暮らす方々が安心して豊かな生活を送ることが

できるよう、各般の地域振興施策を進めてきている。さらに、平成２５年度（２

０１３年度）以降は、国の交付金なども活用しながら、物流コストへの支援、

離島航路や離島航空路線に係る運賃の低廉化をはじめ、地理的条件などにより

厳しい状況にある離島地域の振興に向けた取組を進めている。 

   しかしながら、人の往来や生活に必要な物資等の輸送に要する費用が本土と

比較して多額であるなど、生活環境等に関する地域格差が課題となっているほ

か、人口の減少や高齢化の急速な進行、地域産業の低迷など、離島地域を取り

巻く環境は依然として厳しい状況にあり、今後はこれまで進めてきた施策に加

え、関係人口の創出等の新たな視点も加えながら、地域自らの創意工夫による、

離島の地理的、自然的特性を活かした施策を進めていくことが求められている

とともに、本土と離島及び離島間の連携による広域的な取組や交流の拡大など

が必要である。 

   また、離島地域には、「我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源

の開発、利用及び保全に関する権利の確保」、「密航、薬物及び銃器の持ち込

み等の防止」、「海洋資源を活用した実験・研究施設の場」、「多様な文化の

継承並びに歴史的遺産等の維持及び保存を行う場」、「自然環境及び生態系の

保護及び保全を行う場」、「多様な再生可能エネルギーの導入及び活用を体現

する場」といった国家的役割や「自然、文化等との触れ合いの場及び機会の提

供といった「癒しの空間」」、「広大な水域から良質な食料を安定的に供給す

る場」などの国民的役割が期待されているため、離島がこれらの役割を安定的

かつ継続的に担っていくためにも、著しい人口減少の防止や定住促進等に向け

た施策を推進していく必要がある。 

   これらの離島地域の現況や期待される役割などを踏まえ、離島地域の自立的

発展の促進、生活の安定、福祉の向上、地域間交流の促進を図るため、今後１

０年間の本道の離島振興の基本となる方向とその実現に向けた施策を示す「北

海道離島振興計画」（以下「計画」という。）を策定する。 
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２ 計画の位置付け 

 

  この計画は、法第４条の規定に基づき策定する道の計画で、離島振興の基本的

方針を定め、関連施策を推進するための計画である。 

なお、この計画は、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の次のゴール（目標）

の達成に資するものである。 

 

○ゴール１１住み続けられるまちづくりを（ターゲット１１．ａ） 

○ゴール１６平和と公正をすべての人に（ターゲット１６．７） 

○ゴール１７パートナーシップで目標を達成しよう（ターゲット１７．１４、１７．１７） 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の対象地域 

 

この計画の対象地域は、法第２条第１項に基づき指定された、礼文島（礼文町）、

利尻島（利尻町、利尻富士町）、天売・焼尻（羽幌町）、奥尻島（奥尻町）、小

島（厚岸町）の５地域６島（６町）とする。 

なお、このうち、礼文島（礼文町）、利尻島（利尻町、利尻富士町）、奥尻島

（奥尻町）は「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社

会の維持に関する特別措置法」（平成 28 年（２０１６年）法律第３３号）第２条

第２項の規定に基づき、特定有人国境離島地域を構成する離島に指定されている。 

 

 

４ 計画の期間 

  

  令和５年度（２０２３年度）～令和１４年度（２０３２年度）の１０年間。 
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５ 計画の推進管理 

 

道と関係町で構成する「北海道離島振興対策会議」において、指定地域ごとの

計画の進捗状況や課題を把握し、情報の共有化を図るとともに、必要な対策の検

討・実施に努め、また目標の達成状況について評価し、計画全体の推進管理を図

る。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化などを勘案しつつ、必要に応じて

計画の見直しを行うものとする。 

 

  ※北海道離島振興対策会議（平成２４年（２０１２年）１０月４日設置） 

   ・目的：北海道内における離島振興の着実な推進を図る 

   ・構成：奥尻町長、羽幌町長、礼文町長、利尻町長、利尻富士町長、厚岸町長、

北海道総合政策部地域振興監、総合政策部地域創生局長、 

檜山振興局地域創生部長、留萌振興局地域創生部長、 

宗谷総合振興局地域創生部長、釧路総合振興局地域創生部長 
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Ⅱ 離島振興の施策展開 
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１ 離島地域の現況 

 

(1) 人口の現況 

本道の離島地域における令和２年（２０２０年）の国勢調査人口は９，８１９

人で、平成２２年（２０１０年）と比べて２０．８％の大幅な減少となっており、

最近５か年でも１１．４％の減少となっている。一方、全道の人口は、令和２年

（２０２０年）と平成２２年（２０１０年）との比較では、５．１％の減少、最

近５カ年では２．９％の減少となっている。 

 

○国勢調査人口（５年間増減率） 

年  

区分 H22(2010) H27(2015) 

  

R2(2020) 対 H22 

離島地域 
12,390 11,079 9,819 

 
(▲11.5%) (▲10.6%) (▲11.4%) (▲20.8%) 

全   道 
5,506,419 5,381,733 5,224,614 

 
(▲2.2%) (▲2.3%) (▲2.9%) (▲5.1%) 

 

○人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

また、令和２年（２０２０年）の離島地域の高齢化率は３９．３％と、全道平

均の３１．８％に比べ著しく高くなっており、地域の活力低下や担い手不足が懸

念されている。 
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○高齢化率の推移及び人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査 

 

(2) 交通の現況 

本土と離島地域を結ぶ交通については、小島を除く各島にフェリーが就航して

いるが、利用客数の減少などから、住民生活に不可欠な離島航路の維持・確保が

課題となっている。 

また、利尻島、奥尻島においては、本土との間に航空機が運航されており、平

成２３年（２０１１年）１０月には、利尻島～札幌丘珠間に、令和３年（２０２

１年）７月には奥尻島～札幌丘珠間に航空路が開設されているが、フェリー、航

空機ともに旅客運賃及び物資輸送費が割高な水準となっており、これらの費用の

低廉化が課題である。 

離島内における公共交通については、天売・焼尻及び小島を除く各島で路線バ

スが運行されており、島民の生活を支えていることから、今後も来島者や交通弱

者が利用しやすい環境を整備しながら、バス路線を維持・確保するための取組が

求められている。 

港湾については、小島を除き計画的に各島で整備が進められてきている。この

うち、利尻島鴛泊港には新たなフェリーターミナルが整備され、平成２６年（２

０１４年）３月から供用が開始された。 

空港については、礼文空港、利尻空港及び奥尻空港が整備されており、このう

ち、奥尻空港については、平成１８年（２００６年）に滑走路が８００ｍから１，

５００ｍに延長整備され、函館空港と奥尻空港を結ぶ航空機の大型化が実現した。

また、礼文空港については、平成２１年（２００９年）４月から令和８年（２０

２６年）３月まで休止となっており、住民が安心・安全に暮らし続けるために、

本土と礼文島とを短時間で結ぶ定期航空路線の再開が求められている。 

道路については、小島を除く各島で道道、町道の整備が進められているが、町
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道は全道に比べて整備が進んでいない状況にある。離島における生活面での格差

是正策として、燃料の流通コスト対策については、経済産業省が実施する「離島

ガソリン流通コスト支援事業」により、ガソリン価格の低廉化が図られるととも

に、道が実施する「プロパンガス価格安定事業」により、家庭用プロパンガス価

格の低廉化が図られているが、離島は厳寒期が長いことから、今後は、生活に不

可欠な灯油等の石油製品など生活物資の価格格差の是正が課題である。 

また、事業活動における格差是正策として、離島地域で水揚げされる海産物や

加工品などの本土への輸送コスト対策については、国土交通省所管の支援制度で

ある離島活性化交付金のほか、平成２９年度（２０１７年度）以降は、内閣府所

管の特定有人国境離島地域社会維持推進交付金なども活用して運賃の低廉化が図

られている。 

 

 

■離島航路・航空路の状況 

○航路別状況                旅客数は大人・子供合計 

航   路 就航（日） R1 旅客数 うち離島住民 

利尻 

・ 

礼文 

稚内－鴛泊 2～4便 171,639 人 33,574人 

稚内－香深 2～4便 149,903 人 25,328人 

鴛泊－香深 1～3便 80,608人 2,976 人 

沓形－香深（夏季運航） 1便 16,630人 563 人 

奥尻 
江差－奥尻 1～2便 54,540人 22,500人 

瀬棚－奥尻（夏季運航） 0便 0 人 0 人 

羽幌 

羽幌－焼尻 1～6便 15,125人 2,528 人 

羽幌－天売 1～6便 18,122人 3,598 人 

焼尻－天売 1～6便 4,406.5 人 169 人 

 ※ 令和５年２月１日現在 

※ 令和 3年度(2021 年度)、令和 2年度（2020年度）は新型コロナウイルス感染症の影響により旅客

数が大きく減少しているため、令和元年度(2019 年度)の状況を記載 

 ※ 「離島住民」は、離島住民運賃の適用者数 

  ※ 瀬棚－奥尻間は、令和元年度(2019 年度)から運航休止 
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○運航船舶の状況 

船   舶 定 員 総トン数 速 力 竣 工 

利尻 

・ 

礼文 

サイプリア宗谷 550 名 3,555 トン 19.6 ノット H20.5 

ボレアース宗谷 550 名 3,578 トン 19.7 ノット H15.5 

アマポーラ宗谷 550 名 4,265 トン 19.45 ノット R2.2 

奥尻 カランセ奥尻 460 名 3,631 トン 17.5 ノット H29.5 

羽幌 
おろろん２ 300 名 489 トン 15.0 ノット H13.5 

さんらいなぁ２ 130 名 122 トン 23.0 ノット H25.4 

※ 令和５年２月１日現在 

 

○航空路別状況                      （旅客数は大人・子供合計） 

路  線 就航（日） Ｒ1旅客数 うち離島住民 

丘珠－利尻 1～2便  20,506 人 9,300 人 

函館－奥尻 1便 11,191人 3,324 人 

丘珠－奥尻 ※R3.7～ － －人 －人 

新千歳－利尻（夏季運航） 1便 21,268人 208 人 

※ 令和５年２月１日現在 

※ 令和 3年度(2021 年度)、令和 2年度（2020年度）は新型コロナウイルス感染症の影響により旅客

数が大きく減少しているため、令和元年度(2019 年度)の状況を記載 

※ 「離島住民」は、離島住民運賃の適用者数 

「新千歳－利尻線」については、これまで離島住民運賃設定がないため、島民助成利用者の人数 

※ 「丘珠－奥尻線」は R3.7 に新規就航のため旅客数を除く 

 

○運航機体の状況 

機   種 登録番号 定員 種別 登録 運航路線 

ATR42-600 JA01HC 48 名 プロペラ機 R1.12 丘珠－利尻 

函館－奥尻 

丘珠－奥尻 

ATR42-600 JA02HC 48 名 プロペラ機 R3.4 

ATR42-600 JA03HC 48 名 プロペラ機 R3.10 

B737-800 JA86AN 166 名 ジェット機 H28.3 新千歳－利尻 

※ 令和５年２月１日現在 
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(3) 情報・通信の現況 

離島地域では、インターネットの活用により住民に公共分野の情報を提供する

ことが可能な高速の光ファイバー網が、小島を除く各島で整備されている。（光

ファイバー網の世帯カバー率：離島９９．９％、全道９８．６１％） 

また、ＩＰ告知端末やスマートフォン等を活用し、緊急災害時の住民への防災

情報など各種の情報発信を行っている。 

なお、小島を除く各島で情報通信基盤が整備され、光ファイバー網が敷設され

ているため、ＩＣＴ利活用の高まりを受け、それらを活用した新規創業や企業誘

致などの期待が高まっている。 

 

(4) 産業の現況 

離島地域の水産業は、地域の基幹産業として地元経済を支えているが、近年は国

際的な資源管理の中での TAC（漁獲可能量）設定対象魚種の拡大が図られる一方で、輸

入水産物の増大による産地価格への影響、トド等の海獣による漁業被害の拡大に加

え、漁船燃油や漁業資材の高騰等により、依然として厳しく不安定な経営状況にあ

る。 

このため、近年はコンブ、ナマコ、ウニなどの栽培漁業が盛んに行われており、

ブランド化に向けた取組が進められているものの、一方では直接的に生産を担う漁

業就業者や荷さばき作業などを担う関係就業者が減少、高齢化しており、後継者の

育成が課題となっている。 

また、近年は鮮魚としての本土への移出が中心となっているが、輸送費の高騰

など、外部的な要因の影響を最小限としていくためには、ブランド力を高めるこ

とはもとより、島内における高次加工の取組が重要であり、これらを推進するた

めの従事者の高齢化や安定的な確保と育成が課題となっている。 

農業については、厳しい自然環境下にあることなどから、兼業農家が多く、近

年は生産額の減少、就業者の高齢化、後継者不足などから厳しい状況にあるが、

奥尻島では肉牛飼育や水稲栽培などの経営を複合的に行っている地域もある。 

森林・林業については、各島によって森林資源の状況は異なるものの、自然豊

かな天然林や治山事業により整備された保安林などにより、総じて島の多くの面

積が森林に覆われており、水源の涵養や国土の保全に大きく寄与している。 

一方、島の気候、地形等から木材生産に適した森林が少ないことや、奥尻島を

除き島内に製材工場がないこと、伐採木の本土への輸送費が割高であることなど

により、森林資源の有効活用を図るには、厳しい条件下にある。 

そのような中、奥尻島においては、森林整備等に伴い産出された間伐材や製材工

場の端材などを木質バイオマスとして小学校のボイラーで有効活用している。 

商業については、小島を除く各島で各種サービス業が営業されているが、後継

者不足やインターネットなどによる通信販売普及に伴い閉店する商店もあり、厳

しい経営環境におかれている。 

工業については、水産加工業が中心であるが、奥尻島ではワインの製造が行わ
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れており、地域の新しい産業として定着している。 

 

(5) 就業の現況 

離島地域の産業は、就業状況は、全道に比べ第１次産業の従事者割合が非常に

高くなっており、高齢化が進んでいること、また、水産・観光・建設等の産業で

は通年雇用の場の確保が課題となっている。小島を除く各島における就業者数は、

令和２年（２０２０年）国勢調査によると５，８１０人で、平成２７年（２０１

５年）と比べ６６４人の減少となっている。 

同様に就業状況における従事者割合をみると、第３次産業の従事者割合が５

９．７％と最も高く、続いて第１次産業の従事者割合が２７．３％、第２次産業

の従事者割合が１３．０％となっている。一方、全道における就業状況は、第３

次産業の従事者割合が７６．２％と最も高く、次いで第２次産業の従事者割合が

１７．０％、第１次産業の従事者割合が６．８％となっており、全道に比べ離島

における第１次産業の従事者割合が非常に高くなっているが、高齢化が進んでお

り、今後は特に若年従事者の確保や育成が課題である。 

 

(6) 生活環境の現況 

離島地域の生活環境に関し、上水道については、各島において簡易水道などに

より必要な水が確保されているが、老朽化した水道施設の維持更新が課題となっ

ている。 

汚水処理については、小島を除く各島で下水道や合併処理浄化槽などの整備が

進められている。 

電力については、天売島と小島を除く各島に発電所が設置されており、両島にお

いても海底ケーブルにより電力が供給されている。 

ごみ処理については、天売・焼尻と小島を除く各島で、一般廃棄物の焼却処理

及び埋立処分が行われており、産業廃棄物の一部は島内で処理されている。 

また、容器リサイクル法などリサイクル関連法令に基づき、資源リサイクルが

進められてきている。 

住宅については、小島を除く各島に公営住宅が整備されているが、老朽化が進

んでおり、維持補修や住民の高齢化などに対応した計画的な更新が必要である。 

  

(7) 医療の現況 

本道の離島地域には無医地区は無く、礼文島は、診療所２か所、歯科診療所２

か所が整備され、利尻島は、病院１か所、診療所２か所、民間を含めた歯科診療

所４か所が整備されている。また、天売・焼尻は診療所が両島に１か所ずつ整備

され、歯科診療については、道の巡回診療班が年３回定期的に派遣されている。

奥尻島は、病院、診療所、歯科診療所がそれぞれ１か所整備されているが、各島

とも医師、看護師などの医療従事者の安定的な確保が課題となっている。 

なお、小島には医療機関がない。 



- 12 - 

また、島外から専門医の出張診療や医療連携も行われているが、様々な疾病に

対して十分な診療体制とはなっていない。 

救急医療体制については、ドクターヘリなどの航空機による搬送体制が整備さ

れるなど年々向上してきているが、天候不良等により対応ができない場合の救急

医療輸送対策が課題となっている。 

また、各離島内には産婦人科医がいないため、離島の妊産婦は本土へ通院しな

ければならず、妊産婦にとって大きな負担となっている。 

 

(8) 介護サービスの現況 

本道の離島地域においては、天売・焼尻及び小島を除く各島で特別養護老人ホ

ームなどの介護サービス提供基盤のほか、地域包括支援センター等の相談機関が

整備されている。 

しかし、訪問看護や訪問リハビリテーション等の医療系サービスの確保や、介

護サービス従事者の不足や高齢化に対応するため、必要な従事者の確保や育成が

課題となっている。 

 

(9) 高齢者の福祉その他の福祉の現況 

高齢者の福祉については、離島地域における高齢化率は全道平均に比べ著しく

高い状況にあり、独居高齢者世帯などが増加していることから、小島を除く各島

で、高齢者サロンなどを拠点とした高齢者の生きがい活動の支援や見守り活動、

各種健診事業などが実施されている。 

障がい者福祉については、道の人口に占める障がい者の割合が年々増加してお

り、離島においても、障がい者が安心して生活できるノーマライゼーションの実

現に向けた取組が必要となっている。 

児童福祉については、焼尻島、奥尻島及び小島を除く各島に保育所（天売島は

認可外保育所）が整備されており、また、子育て支援センターの整備や子育て電

話相談といった事業も行われている。 

 

(10)教育及び文化の現況 

学校教育については、離島地域では人口減少の急速な進行によって児童生徒数

が減少してきており、地域の実情を勘案した学校、教職員の適正配置などが求め

られている。現在、小島を除く各島に学校が設置されており、礼文島は、小学校

３校、中学校２校、高等学校１校が整備され、利尻島は、小学校４校、中学校３

校、高等学校１校が整備されている。また、天売・焼尻は、両島に小・中学校の

併置校が１校、天売島に定時制の高等学校１校が整備され、奥尻島は、幼稚園２

園、小学校２校、中学校１校、高等学校１校が整備されている。高等学校につい

ては、焼尻島のみ未設置であり、このため高等学校への進学には島を離れなけれ

ばならず、生徒や保護者にとって重い負担となっている。 

また、東日本大震災等の教訓から、学校校舎等の改築や耐震化が急務となって
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いるが、思うように進んでいない現状にある。 

このほか、北海道教育委員会では、小規模校や離島にある高等学校においても、

大学進学から就職までの多様な進路希望や習熟度別学習に対応した教科・科目の

開設が可能となるよう、令和３年（２０２１年）４月に遠隔授業の配信機能を集

中化した北海道高等学校遠隔授業配信センター（愛称：T-base（ティーベース））

を開設しており、道立北海道礼文高等学校、道立利尻高等学校が受信している。 

また、道立北海道礼文高等学校、町立天売高等学校及び町立奥尻高等学校では、

島外の高校生が離島で暮らし、勉学等に励む『離島留学』を実施しており、地域

の活性化にも繋がっている。 

社会教育については、住民の学習ニーズが高まってきており、多様な社会教育

メニューの提供に向け、指導者の育成や社会教育環境の整備などが必要となって

いる。 

歴史的・文化的資源について、奥尻島には１７世紀の松前藩の歴史を記す、北

海道最古の文献といわれる「新羅之記録」（昭和４５年道指定有形文化財）など

がある。また、利尻島では、近世以降の漁業と移住の歴史を物語る漁業遺産群が

平成３０年（２０１８年）に北海道遺産に選定されたほか、礼文島では縄文時代

遺跡「船泊遺跡」の出土品が平成２５年（２０１３年）に国の重要文化財に指定

されており、焼尻島では、明治３３年（１９００年）に建てられた洋風建築の文

化財（旧小納家住宅）が昭和５４年（１９７９年）に道の有形文化財に指定され

ている。今後はこれらの歴史的・文化的資源のほか、新たな価値ある文化的所産

の掘り起こしや、それを後世に伝承していくための保存や活用、さらには担い手

の育成などが必要である。 

この他、四方を海に囲まれた地域特有の自然環境を活かした調査・研究なども

実施されている。 

 

(11)観光の現況 

観光については、水産業と並ぶ離島の主要な産業として地域を支えているが、

近年は経済の低迷や観光ニーズの多様化などにより、観光客数は年々減少してき

ており、さらに、コロナ禍における国内外の移動の制限・縮小により、離島地域

の観光は大きな影響を受けている。 

令和２年（２０２０年）３月から令和３年（２０２１年）２月までの離島地域

の観光客数は約１４万人であり、このうち、夏季（６月から８月）の観光客数は

約６万人で、各島とも夏季に集中していることから、夏季以外の季節に観光客を

呼び込むための取組を推進する必要がある。 

また、同期間の年間宿泊者数は約６万人であり、観光客数約１４万人の約６割

が島内に宿泊していない実態にあることから、滞在交流型観光を促進するための

施設整備をはじめ、地域の資源を活用した体験観光メニューの開発、観光ガイド

の確保・養成、島内の交通機関の環境整備など観光客の受入体制の強化や、観光

業従事者の減少・高齢化に対応するため人材の安定的な確保と育成に加え、旅行
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者が移動しやすい交通アクセスの構築が課題となっており、これらを推進してい

くため、本土と離島及び離島間の連携による広域的な取組も進めていく必要があ

る。 

 

(12)国内及び国外の地域との交流の現況 

国内外の他地域との交流は、自らの地域の魅力を見直す貴重な機会になるとと

もに、新たな地域活力の創出につながる効果が期待できるため、奥尻島において

は、阪神淡路大震災の被災地である兵庫県淡路市と、天売・焼尻を擁する羽幌町

においては、石川県内灘町や富山県南砺市と、礼文島においては、沖縄県与那国

町と、また小島を擁する厚岸町においては、オーストラリア連邦クラレンス市及

び山形県村山市との交流が行われている。 

このほか、離島に所在する高校では国際交流も積極的に行っており、町立奥尻

高等学校では、ＩＣＴを活用してニュージーランドの高校生等と交流しているほ

か、道立北海道礼文高等学校では、令和元年度にアメリカ・カリフォルニア州の

中学校と姉妹校提携を結ぶなど、相互交流が続けられている。 

今後は友好都市に限らず広く他の地域との交流を促進していく必要があり、離

島の魅力を情報発信しながら、交流を通じて関係人口の増加や島への定住や二地

域居住などへとつなげていくことが重要であり、そのために、地域が一体となっ

た受入体制づくりを進めていく必要がある。 

 

(13)自然環境の保全及び再生の現況 

各島とも国立・国定公園又は道立自然公園内に位置しており、礼文島の「レブ

ンアツモリソウ群生地」、利尻島の「チシマザクラ自生地」、天売・焼尻の「天

売島海鳥繁殖地」や「焼尻の自然林」などの天然記念物をはじめとした豊かな自

然に恵まれており、これらの自然を将来にわたって残していくためにも、有効な

保全策を推進していく必要がある。 

また、一部の島では、海岸の良好な景観や自然環境を保全していくため、国の

支援制度を活用し、海岸漂着物の回収・処理事業を実施しており、引き続き、対

策を講じていく必要がある。 

 

(14)再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策の現況（２０５０年「ゼロ

カーボン北海道」の実現に向けて） 

離島地域における豊かな自然環境を活かした再生可能エネルギーの利用につい

ては、島内の脱炭素化に向けてその可能性を模索する動きが活発化してきており、

将来的には、災害に強く、そして環境負荷の小さい、自立したシステムの確立を目

指し、太陽光、地熱、風力やバイオマスといった再生可能エネルギーの導入などの

取組を図る必要がある。 

また、今後は、本土からのエネルギー輸送に依存したり、化石燃料の高騰に左

右されない離島内におけるエネルギーの地産地消につながる取組を推進していく
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必要がある。 

 

(15)国土保全及び防災対策の現況 

国土保全及び防災対策について、海岸に比較的近い低地に居住地が存在する地

区では、護岸や離岸堤などの海岸保全施設整備により防護するとともに、後背地

が急傾斜地となっている地区では、自然災害が発生しやすい環境にあることから、

災害時における孤立化防止のため、減災の観点から各島とも必要な治山治水対策

や国土保全施設の整備が進められてきた。 

これらの事業の継続実施と合わせて、東日本大震災等の教訓から、防災面を意

識したソフト・ハード両面の対策を推進していく必要がある。 

消防体制については、礼文島と利尻島では、礼文町、利尻町、利尻富士町の３

町で、天売・焼尻では、留萌振興局管内の北部６町村で、奥尻島では、檜山振興

局管内７町でそれぞれ広域体制がとられているが、消防庁舎や資材の老朽化、各

島で組織されている消防団員の高齢化といった課題を抱えている。 

 

(16)離島の振興に寄与する人材の確保及び育成の現況 

人口減少や高齢化が進む中、離島地域の振興に当たっては、島内における人材

の育成を進める一方、島外において離島と継続的な関係を有する関係人口の確保

を図ることも重要である。また、道内の各離島地域においては「地域おこし協力

隊」を積極的に活用しながら、地域ブランドや地場産品の開発等の地域おこしの

支援のほか、水産業への従事、自然環境の保全といった地域課題の解決に取り組

んでおり、こうした外部人材の確保や育成、定住・定着に向けた環境づくりが必

要である。 

 

(17)その他の離島の振興に関する現況 

離島は地理的にそれぞれ独立していることから、離島単独で完結することが難

しい施策については、本土と離島及び離島間における広域的な連携体制などを整

え、種々の課題解決に取り組むことが有効である。このため、離島住民の生命を

守る医療や防災対策をはじめ、離島の基幹産業である観光振興などについて、定

住自立圏構想などの活用も視野に入れ、市町村相互間の広域的な連携を強化して

いくことが必要である。 

また、離島において、安全・安心な住みよい社会を構築していくために、地域

コミュニティを維持していくことが重要であり、諸課題への対策を進めていく必

要がある。 

また、令和２年（２０２０年）１月に我が国において初感染が確認された新型

コロナウイルス感染症は、その後感染者が急増し、道内離島においても数例の集

団感染事例が確認されるなど感染の拡大を受け、やむを得ず来島自粛を要請する

など観光をはじめとした離島の経済、産業にとって大きな痛手となり、令和２年

度（２０２０年度）観光客数は１４万２千人（前年比約６５％減）、航路輸送旅
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客数は１９万人（前年比約６０％減）に留まる結果となった。 

今後は、新型コロナウイルス感染症の収束を見据えつつ、感染予防対策を徹底

しながら落ち込んだ国内外からの来島者を回復させるなど、離島の経済・産業の

回復を図っていく必要がある。 
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２ 離島振興の基本的方針 

 

本道の離島地域は、人口の減少や高齢化に加えて地域産業の低迷など、依然と

して厳しい状況にあるが、雄大で美しい景観と貴重な動植物が生息・生育する良

好な自然環境などの恵まれた地域資源を有している。 

このため、地域の創意工夫による離島の地理的・自然的特性を活かした施策を

進めることにより、離島地域の自立的発展の促進、生活の安定、福祉の向上、地

域間交流の促進を図り、『個性豊かな島の魅力を活かした 持続可能な地域社会

の構築』を基本的方針として、以下に掲げる目標の達成に向け次の五つの柱立て

のもと、各種施策の推進を図る。 

施策の推進にあたっては、地域住民、行政、外部人材などの多様な主体による

「協働」の取組を進めるとともに、離島と本土及び離島間などの連携による広域

的な取組を進める。 

 

◆基本的方針◆ 

 

『個性豊かな島の魅力を活かした 持続可能な地域社会の構築』 

 

■離島の振興に関する目標（計画全般に関わる基本目標） 

道内の離島地域における将来的な人口の社会増減均衡を図るため、関係人口の創

出・拡大や地域資源の活用など、本計画に定める幅広い施策を推進することにより、

持続可能な地域社会の構築をめざす。 

 

（参考数値） 

 ・道内離島地域の社会増減（令和３年人口動態） 

  転入 ５１５人 転出 ６１８人（△１０３人） 

 

 ・小島の人口（令和２年国勢調査） ８人 
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■施策の柱 

①定住・交流の促進、関係人口の創出・拡大 

離島地域における定住の促進と交流の拡大を目指し、人の往来及び物資の流通に

要する費用の低廉化を図るとともに、移住者の受入体制を確立するなど、離島にお

ける定住・交流環境の整備や、基礎的なライフラインなどの充実に努める。 

また、妊産婦への支援や子育て環境の整備、児童・生徒への就学支援や教育環境

の充実に取り組むことで、子育て世代の定住促進を図る。 

さらに、島外の人材との交流により、関係人口の創出・拡大を図るほか、島内に

おいても地域全体の仕事を組み合わせた新たな雇用の場の創出を図るなど、人材の

確保・育成に努めていく。 

 

 

②地域資源とＩＣＴの利活用等による産業の活性化 

 離島地域における基幹産業である水産業を中心に、豊富な地域資源を活用し、他

の産業と有機的な連携による６次産業化や農商工連携を推進するとともに、地域資

源の加工等による商品開発やブランド化、高付加価値化に取り組み、地域内の雇用

や所得を確保するなどして、地域産業の活性化を図る。 

また、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）、動画配信などのデジタ

ルツールを通じた情報発信をはじめ、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した地域資源

や島の魅力のＰＲ活動を積極的に展開することで、離島のファン層の拡大を図り、

観光振興につなげる。 

 

 

③豊かな自然を活かした環境のしま 

離島地域は、豊富に賦存する地域資源を有していることから、その自然環境の保

全・再生を図りながら 2050 年「ゼロカーボン北海道」の実現に向けて、離島の地

域特性を活かした再生可能エネルギーの導入・活用を推進する。 

併せて、離島地域が有する豊かな自然と観光を組み合わせたアドベンチャー・ト

ラベルなどの滞在型・体験型観光などを推進するため、効果的なＰＲの展開により、

「環境に優しいクリーンなしま」のイメージの浸透を図り、国内外からの観光客や

修学旅行生の誘致に取り組むとともに、それらの受入体制の整備に努める。 

 

 

④安全・安心な地域づくり 

 離島地域を災害に強い安全・安心な地域にしていくためには、国土強靭化の観点

を踏まえ、防災対策の推進とともに、災害が発生してもその被害を最小化するため

の減災対策を進めることが重要である。 

 特に離島は周囲を海に囲まれ、津波対策などの防災・減災対策が喫緊の課題とな

っていることから、東日本大震災等の経験を踏まえ、国土保全施設や避難施設の整
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備を進めるとともに、島外地域及び関係機関との連携による防災・減災対策の強化

を図る。 

さらに、水源の涵養と併せ災害防止の観点から森林の整備・保全を進めるほか、

災害の被害を最小限にしていくため、日頃の防災教育や防災訓練などを通じて、自

分の身を自分が守る（自助）、地域で協力し合う体制整備（共助）、災害が発生し

たときの防災関係機関の対応（公助）についての理解を深めるなど、防災意識の醸

成を図る。 

高齢者や子ども、さらには障がい者が地域の支えを受けながら自立して生活が送

れるよう、医療や福祉、介護サービスの充実に努める。 

また、令和２年(2020年)１月に我が国において初感染が確認された新型コロナウ

イルス感染症は、感染力が強いとされる変異株等により感染拡大を繰り返し、医療体

制の逼迫や経済活動への深刻な影響など、住民生活に大きな不安を招いていることか

ら、離島地域においては、感染者が発生した場合の救急搬送体制の強化や本土側受入

体制の整備を図る。 

 

 

⑤信頼の絆で結ばれた活気あふれる「ふるさと」 

離島地域は、地理的に独立していることから、住民同士の日常のふれあいや共通

の活動などを通して育まれた連帯感や信頼関係を基に、住民の力で住みよい地域を

形成していく必要がある。このため、住民をはじめ多様な主体が連携・協働しなが

ら、互いの絆を深めることにより、様々な地域課題に立ち向かうことのできる活力

ある地域社会の構築を目指していく。 

また、現在の世代から将来の世代までの安心で豊かな暮らしを確保するため、離

島の歴史や文化を伝承していく。 
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個性豊かな島の魅力を活かした 持続可能な地域社会の構築 

 

○ 安全・安心な地域づくり 

 

・防災・減災対策の強化 

・国土保全施設、避難施設の整備 

・医療、福祉、介護サービスの充実 

・感染症対策の推進 など 

 

○ 地域資源とＩＣＴの利活用等による産業

の活性化 

・豊富な地域資源の有効活用 

・産業間連携による付加価値の向上 

・ICT の利活用による観光振興 など 

 

○ 豊かな自然を活かした環境のしま 

 

・2050年「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた取組 

・再生可能エネルギーの導入・活用 

・自然環境を活かした滞在型・体験型観光の推進 など 

 

○ 信頼の絆で結ばれた活気あふれる「ふるさと」 

 

・地域コミュニティの維持・強化 

・多様な主体による連携・協働の推進 

・地域の歴史・文化の伝承 など 

 

○ 定住・交流の促進、関係人口の創出・拡大 

 

・人の往来・物資の流通に要する費用の低廉化 

・移住者の受入環境の整備 

・島外人材との交流、人材の確保、育成、など 

 

 

北海道離島振興の基本的方針（イメージ図） 
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３ 離島振興の分野別対策 

 

(1) 本土と離島及び離島間並びに離島内の交通の確保 

①交通体系の整備 

離島における住民生活の利便性の向上とともに、本土との広域的な観光エリア

の形成や交流人口の拡大を図るため、空港、港湾及び道路の整備や、冬期交通の

安全確保など交通インフラの適正な維持管理に努める。また、離島航路・離島航

空路の維持や安定的な輸送の確保に向け、各種取組の実施など、利用者サービス

の向上を図る。 

島内の公共交通については、住民の生活の足を確保するため、バス路線の維持

や、住民のニーズに合わせたデマンド交通の検討など交通利便性の向上を図る取

組を進める。 

 

②人の往来に要する費用の低廉化 

本土と離島及び離島間の往来はフェリーまたは航空機によるが、離島住民はも

とより離島を訪れる観光客等の交通費の負担軽減を目的に、本土と離島及び離島

間の移動に係る費用の低廉化を図るための取組を推進する。 

 

③物資の流通に要する費用の低廉化 

離島における日常生活に必要な物資の価格は、輸送費用が上乗せされ、本土に

比べて必然的に高くなることから、物資の流通の効率化や、輸送費用の低廉化を

図るための取組などにより、離島内の物価高の抑制に努める。 

また、厳寒期の生活には欠かすことができない灯油等の石油製品を始めとした

生活物資の本土との価格の格差是正についても検討していく。 

 

(2) 高度情報通信ネットワーク等の充実 

小島を除く各島に整備された光ファイバー網を活かし、離島の魅力発信や学校

教育への活用など、定住・交流の促進に資する取組を推進する。 

また、在宅医療の支援や保健福祉に関する情報提供などの各種情報システムの

整備や、多様な行政サービスの提供、さらにはＩＰ告知端末などを活用した緊急

時の情報発信などを推進するとともに、携帯電話不感地帯の解消など、住民生活

における利便性の向上を図る。 

 

(3) 産業の振興 

水産業については、水産資源の適切な管理や増大対策を進め、資源の早急な回

復や安定的な生産に努めるとともに、栽培漁業の推進や必要な漁場、漁港の整備、

さらには海獣対策を推進する。 

森林・林業については、森林が島の水源の涵養や国土の保全、豊かな森林生態
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系の基盤となっていることから、これらの機能を持続的に発揮させるため、森林

の適切な管理・整備を推進するとともに、木質バイオマス利用の推進により、島

内の森林資源の有効活用を図る。 

また、第１次産業全体における生産性の向上、地場商品の加工など６次産業化

や農商工連携による付加価値の向上や販路の拡大、ブランド化に向けた取組を推

進し、併せて産地直送や共同出荷などのコストダウンの徹底を通じた輸送コスト

の低廉化、農林水産業体験等の取組を推進することで、第１次産業従事者の所得

向上を図る。 

さらに、農林漁業者の技術や経営管理能力の向上を図るための研修、就業に向

けた生活支援を行うなど、若年層を中心とした担い手の育成・確保に努める。 

  商業については、地元商工会などと連携した取組を推進し、地元商店街の活性

化に努める。 

  工業については、地域資源を活用した新商品の開発などを推進し、他産業との

連携による経営の安定化に努める。 

  また、通信網の発達等により地理的な制約が少なくなることも想定されるため、

今後、企業誘致の促進や、新規創業、人材育成等に向けて、必要な情報提供等に

努める。 

 

(4) 雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進 

  離島における就業の促進、雇用機会の確保を図るため、就業に必要な技能や知

識を習得するための研修を行うなど、離島住民及び島外からの移住者の就業促進

や支援の充実を図るとともに、地域資源などを活用した起業支援を推進する。 

また、離島地域においては、人口減少や高齢化の急速な進行に伴い、水産業や

介護福祉をはじめ、地域産業の担い手など地域づくり人材の不足が顕在化してい

る。このため、今後は、ＩＣＴを活用し場所に制約されない働き方の普及に取り

組むほか、地域の仕事の組み合わせによる年間を通じた雇用の場の創出に向けて、

必要な情報提供等に努める。 

 

(5) 生活環境の整備 

上水道については、交流人口の増加などに対応するため、簡易水道施設などの

整備・更新を進め、安全で安定した水の供給を図る。 

汚水処理については、地域の自然環境の保全を図るとともに、観光客などが快

適に滞在できるよう、下水道や合併処理浄化槽の整備などを進める。 

ごみ処理については、一般廃棄物焼却処理施設、最終処分場などの整備を計画

的に進めるとともに、ごみの減量化やリサイクルの取組を推進する。 

これらの取組により、離島における定住環境の向上を図ることが重要であり、

併せて移住希望者が一時居住できるよう空き家の利活用も含めた住宅の整備や

確保を推進する。 
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(6) 医療の確保等 

医療については、住民が安心できる医療を供給するため、医療従事者や病床等

の安定的な確保、医療施設や設備の整備を進めるとともに、ＩＣＴを活用した遠

隔医療支援システム等により、本土の中核的な病院との連携強化に努めるなど、

広域的な地域医療体制の確立を目指す。 

救急医療搬送については、航空機やドクターヘリ、患者搬送艇などによる搬送

体制の充実に努める。 

また、妊産婦の通院等の機会を確保するため、本土の医療機関への通院費用等

の低廉化に向けた取組を推進する。 

なお、保健医療サービスを受けるための条件について、他の地域との格差の是

正を図るため、住民負担の軽減対策に努める。 

 

(7) 介護サービス等の確保等 

  介護サービスについては、訪問介護などの在宅介護サービスやデイサービス等

の充実による地域ケア体制の整備を図るとともに、介護予防に向けた取組を進め

る。 

また、介護サービス従事者の安定的な確保・育成を図るとともに、介護サービ

ス内容の充実や必要な施設の整備を推進する。 

  介護サービスを受けるための条件について、本土との格差の是正を図るため、

住民負担の軽減対策に努める。 

  さらに、知識及び技術の習得の促進等を通じた島内の人材の活用、介護ロボッ

トの導入等についても、支援に努める。 

 

(8) 高齢者の福祉その他の福祉の増進 

高齢者が住み慣れた地域や家庭で安心して暮らすことができ、また、子ども達

が心身ともに健やかに育つことができるよう、必要な施設の整備、さらにはコミ

ュニティの構築を図りながら、地域における見守り体制を地域全体で構築する。 

また、障がい児、障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むことができる

よう、支援体制の構築や必要なサービス基盤の整備を進める。 

これらの福祉の増進を図る上で、必要なサービスや従事者の確保に努めるとと

もに、高齢者福祉サービスを受けるための条件について、他の地域との格差の是

正を図るため、住民負担の軽減対策に努める。 

 

(9) 教育及び文化の振興 

学校教育については、過疎化、少子化による児童生徒の減少から、これらの地

域の実情を勘案した学校や教職員の適正配置をはじめ、学習環境を整えるための

老朽化した校舎などの計画的な整備や耐震化の推進、ＩＣＴ環境の整備や「遠隔

教育」の実施など、地域の実態に即したきめ細かな教育の推進を図る。 

また、離島町における通学に関する支援などを通じて、児童生徒の修学機会の
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確保や保護者負担の軽減を図る。 

社会教育については、多様化・高度化している住民の学習ニーズに応えるため、

生涯学習センターなどの社会教育施設の整備とともに、各種団体との連携・協力

による多様な学習活動の展開や指導者の育成・確保に努める。また、これらの学

習の機会を活用して、離島の地域資源への理解を深めるための体験学習を実施す

ることや「離島留学」などの多様な交流の機会を通して、離島の将来を担う人材

の育成を進める。 

文化の振興については、離島が有する歴史的・文化的遺産である伝統芸能、指

定有形文化財などを後世に向けて保護・保存し、伝承していく必要がある。この

ため、住民が地域の歴史や文化に触れる機会を確保するとともに、文化活動に参

加する機会の拡充を図る。また、歴史的、文化的遺産の保存に努めるとともに、

文化活動を担う人材の確保・育成に努め、教育や観光への活用を図る。 

このほか、離島地域特有の恵まれた環境を活かした実験や調査・研究の場とし

ての優位性を前面に打ち出し、各種研究機関の誘致活動や離島における研究など

への支援に努める。 

 

(10)観光の開発 

観光は、離島地域における主要な産業であることから、通年型観光の実現に向

けて、関係事業者と連携した魅力的な商品開発など地域の特色を活かした体験型

観光メニューの充実や、グリーン・ツーリズムやサイクルツーリズム、アドベン

チャー・トラベルの推進などによる滞在交流型観光の受入体制の充実のほか、他

産業との連携による地域の素材を活用した特産品の開発や販売促進、雇用の拡大

を進める。 

また、観光客の安全・安心な滞在に向けて、心のこもったもてなしに加え、急

病時の医療体制、天候や交通等の情報提供体制、災害発生時における避難体制の

確保などホスピタリティの向上を図りながら、離島の豊かな自然や景観の保全に

努め、リピーターの確保につなげる。 

単独の離島での観光振興にとどまらず、本土と離島及び離島間の連携による広

域観光ルートづくりなど、多彩で魅力ある観光エリアの形成を図る。 

 

(11)国内及び国外の地域との交流の促進 

離島地域は、豊かな自然環境や美しい景観などに恵まれ、都市住民の癒しの場

としての役割も期待されている。このため、ＳＮＳ等を活用して離島の魅力を情

報発信するとともに、地域の特色を活かした交流を促進し、交流から移住・定住

や二地域居住につなげていくために、地域の多様な主体が一体となった受入体制

の構築を図る。 

また、ＩＣＴの進展、これを活用した場所に制約されない働き方の普及等の社

会の変化を踏まえ、道及び離島町が連携し、ワーケーション誘致を推進すること

により、関係人口の創出・拡大を図る。 
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さらに、国内の修学旅行生の誘致や海外ホームステイの実施など国内外におけ

る交流を進めるとともに、これらの受入体制の整備や人材の育成に努める。 

 

(12)自然環境の保全及び再生 

  離島が有する地形、動植物とこれらが織りなす生態系や景観などの自然環境に

ついては、これを将来にわたって保全し、後世に引き継いでいく必要があること

から、自然環境の保全に深刻な影響を及ぼす外来種の防除や伝染病の防疫などの

対策を講じ、自然環境の保全を図るとともに、これらによって損なわれつつある

自然環境の再生に努める。 

  また、海岸の良好な景観や自然環境を保全していくため、ボランティア団体等

とも連携し、海岸漂着物の効果的・効率的な処理体制の検討・実施を図る。 

 

(13)再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策（２０５０年「ゼロカーボ

ン北海道」の実現に向けて） 

  離島における豊かな自然環境を活かし、島内の脱炭素化に向けて、将来におけ

る各種再生可能エネルギーの利活用の検討・導入を推進し、自然に優しく環境に

配慮したエコアイランドの実現を目指す。 

  なお、道内離島は特に冬の厳寒期が長く、道外離島に比べ暖房などに用いられ

る化石燃料の使用量が多いことから、本土や道外離島との価格格差がある石油製

品価格の低廉化に努めるとともに、今後は、本土からのエネルギーの輸送や、化

石燃料の高騰に左右されない、島内でのエネルギーの地産地消に向けた取組を進

め、住民生活の安定を図る。 

 

(14)国土保全施設等の整備その他の防災対策 

離島地域住民の安全で安心な生活を確保するため、土砂災害、海岸の高潮・侵

食災害、山地災害などを防止する各種施設や、災害時における自立的な避難活動

に資する施設等の整備を図るほか、防災計画の見直しをはじめ、防災教育や防災

訓練の実施などを通して住民の防災・減災意識の向上を図る。 

特に、離島では災害時における島の孤立化を防止することが重要であり、その

ため、島外の周辺地域や関係機関とも連携した防災・減災対策を推進するととも

に、災害時の対策用資機材などの整備・備蓄のほか、エネルギーの安定供給など

レジリエンス強化に向けた取組を進める。 

消防体制については、迅速かつ的確に対応できるよう、防火水槽、消防車両な

どの整備を進めるとともに、消防団員の確保や活動の活性化に努める。 

 

(15)離島の振興に寄与する人材の確保及び育成 

  離島地域の振興には、島内人材の連携・協力が必要であるとともに、「地域お

こし協力隊」をはじめ、島外の人材を受け入れ、島内外の人材が協働して、様々

な分野で創意工夫ある活動を展開していくことが重要である。このため、島内外
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の人材が地域活動に参加しやすい体制づくりや意識の醸成を図るとともに、地域

に根ざした研究活動を実践する大学等との協働による域学連携の推進や、離島に

おいて地域活動を展開する地域おこし協力隊の活用など、外部人材の確保及び育

成に努める。 

また、離島地域においては、人口減少や高齢化の急速な進行に伴い、水産業や介

護福祉をはじめ、地域産業の担い手など地域づくり人材の不足が顕在化している。

このため、地域の仕事の組み合わせによる年間を通じた雇用の場の創出に向けて、

必要な情報提供等に努める。 

 

(16)その他の離島の振興に関し必要な事項  

 ①本土と離島及び離島間における広域連携 

  離島の振興はもとより、離島が有する国家的・国民的役割を担っていくために

も、離島単独での取組だけではなく、本土と離島及び離島と離島同士の広域的な

連携が必要である。 

  このため、離島の基幹産業である観光をはじめ、交通対策、さらには防災や消

防、医療、生活環境の整備といった様々な分野において、本土と離島及び離島間

の連携の可能性を検討し、離島特有の課題を広域的な連携で解決していく体制や

環境の整備を図ることで、離島の孤立化を防止し、離島における住民の安全・安

心な生活の形成に努める。 

 

②地域コミュニティの維持・強化 

離島における地域コミュニティを維持・強化していくためには、地域の住民誰

もが、居場所と出番のある地域社会を構築していくことが重要である。このため、

地域の多様な主体による連携・協働を推進するとともに、自助・共助・公助の精

神に基づいた信頼の絆で支え合う地域づくりを推進する。 

 

 ③国境周辺の離島地域の保全と振興 

  国境周辺の離島地域は、我が国の領域や排他的経済水域等の保全、海洋資源の

利用など、国家的に重要な役割を担っており、道内のこうした地域が、将来に渡

ってその役割を果たしていくためには、地域の保全と振興に向けた国の更なる支

援が重要となる。 

  また、令和４年（２０２２年）９月には、国境離島等の離島機能を阻害する不

適切な土地等の利用を防止するため、「重要施設周辺及び国境離島等における土

地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律(令和３年（２０２１年）

法律第８４号）」が全面施行されたことを踏まえ、国境周辺の離島地域が担う役

割の重要性について、国民的・道民的な関心を一層高め、国において有効な対応

が実施されるよう、道内外に向けた情報発信や要請活動などに努めていく。 

 

 ④地域におけるデジタル化の推進 
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  コロナ禍においてデジタル技術の活用が急速に進んでおり、国では、こうした

人や企業の行動変容を前向きに捉え、暮らしや産業、行政など様々な分野でデジ

タル技術を活用し、社会の仕組みや在り方を変革するデジタル・トランスフォー

メーション（ＤＸ）を加速させるとしている。 

本道においても、暮らしや産業、行政など幅広い分野でＤＸを推進することが

重要であり、中でも地理的に不利な条件にある離島地域におけるＤＸの積極的な

推進は、地域課題の解決や成長の原動力として期待されていることから、必要な

情報提供等に努める。 

 

 ⑤離島振興のために必要な施策の推進（道の責務） 

  道では、これまで法や国の基本方針等も踏まえ、離島地域の振興に向けて、道

独自の物流・交通対策など、必要な施策を進めてきたほか、離島地域と連携して

その魅力の幅広い情報発信に取り組んできた。 

今後も、法の目的や基本理念を踏まえながら、こうした取組を進めていくほか、

地域の意見を丁寧に伺い、離島振興上の共通課題への対応や地域の主体的な取組

の促進を図るため、広域的な連携の確保、必要な情報提供などの支援に努めると

ともに、国に対し、離島地域の課題解決に向けた施策の充実・強化等を求めてい

く。 
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Ⅲ 指定地域別離島振興計画 
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礼文島地域振興計画 
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１ 離島地域の現況 

 

(1) 地域の概要 

本地域は、北海道稚内市より西方５９㎞の日本海上に位置し、周囲７２㎞、面

積８１．６４㎢、島内中央部の海抜４９０ｍの礼文岳を最高峰に、南部及び中部

は概ね１００ｍから３００ｍの丘陵地帯であり、利尻島及び本土のサロベツ原野

とともに「利尻礼文サロベツ国立公園」に指定されている。 

集落は、海岸線に沿って香深・船泊地区を中心に２９地域に点在しており、気

象は、日本海側のため対馬暖流の影響を受け、本道の内陸部に比べると比較的温

暖であるが、冬期は北西の季節風が強い。 

令和２年の国勢調査人口は２，５０９人で、平成２２年との比較では１８．５％

の大幅減少となっている。 

 

(2) 交通の現況 

①島外からの交通環境 

海上交通については、本土の稚内港及び利尻島の鴛泊港と香深港間が通年でカ

ーフェリーが運航され、また、利尻島の沓形港と香深港間では６月から９月まで

運航されている。 

港湾については、香深港本港と香深港船泊分港があり、特に、香深港本港は島

の玄関口として重要な役割を果たしている。 

空路については、平成２１年４月から運航が休止されている。 

 

②島内の交通環境 

島内には、道道３路線が幹線道路として整備されているが、十分な道路環境と

は言えず、町道についても計画的な整備が必要である。 

 

③島内の公共交通環境 

公共交通機関は路線バスが運行しているが、便数が少ないため住民や観光客の

利便性を考えると十分とは言えない。 

  

④人の往来及び物資の流通に要する費用 

離島地域住民の生活に直結する運賃等に関しては、依然として大きな負担とな

っており、「離島運賃」や「流通価格」などの低廉化に向けた措置が重要である。 

 

(3) 情報・通信の現況 

ブロードバンド化や地域情報通信基盤整備を行ってきたが、今後においても、

利用率向上のための一層の取組が必要である。 

地域情報通信基盤の更改を行い、従来のＩＰ告知端末に加え、スマートフォン



- 31 - 

やタブレット端末等を活用した行政情報の提供により、伝達手段の多重化を図る

など、災害に強い情報・通信基盤づくりを進めている。 

光回線網については、生活面だけではなくビジネスの場面においても非常に重

要なインフラとなっており、光回線を通じたサービスの安定した提供が求められ

ている。 

また、今後更に増加が見込まれるインバウンド等に対応するため、主要観光地

における情報通信体制の整備も重要となっている。 

地上デジタル放送については、町内の一部難視聴地域において、共同受信施設

の老朽化が課題となっている。 

 

(4) 産業の現況 

①水産業 

本町の基幹産業である水産業は、漁獲数量と魚価の変動に左右されながらも、

近年は概ね３５億円以上の生産額を維持している。 

  しかし、ホッケ、タラ等の魚種が、ＴＡＣ導入により計画的な資源管理が求め

られることが予想されるほか、コンブやウニ等の磯根資源については「磯焼け」

が懸念されている等、先行きが不透明な状況となっている。 

 また、漁業後継者をはじめ、刺網漁業やコンブ漁業の陸上作業員等のひとの確保

が困難な状況となっている。 

 

②農業 

本地域の農業は、兼業農家による自家消費の畑作が営まれている。 

 

③商工業 

本町の商工業は、島外への人口流失による人口の減少や出生数の減少のほか長

寿命化に伴う高齢化といった地域環境の変化に加え、インターネット等を利用し

た島外マーケット利用の伸展により、町内における購買活動の場は縮小している

ものと推測され、さらに、今後も消費者ニーズの多様化が進むなか、取扱い品目

が少ない地元商業者にとっては、厳しい経営状況が続くものと考えられる。町内

の小売業は小規模で地域密着型の経営体が多いことから景気変動の影響は直接受

けることはないものの、商工業の振興に向けてはキャッシュレス化の対応や新た

な地場産品の開発など観光業や水産業といった異業種との連携を進める必要があ

るほか、事業主の高齢化に伴う廃業や世代交代がスムーズに進んでいない構造的

な問題を抱えていることから、事業の継承が困難な小規模事業者への支援や新規

起業への対応が必要となっている。 

 一方、町内における商工業の基盤を維持する上では、消費者との関りも一体的

に取組む必要がある。このため運賃の転嫁によって生じる「離島価格」の解消を

図るため、プロパンガスに加え、食料品、日用品等運賃の低廉化や、暖房用を中

心とした灯油の安定的な供給体制の維持等、多面的に取組む必要がある。 
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(5) 就業の現況 

昭和３５年国勢調査の就業者総数は４，１６７人で、産業分類比率では、第１

次産業が７１．４％、第２次産業は１０．６％、第３次産業は１８．０％を占め

ていたが、平成２２年国勢調査では、就業者総数は１，９００人と激減し、第１

次産業が６７５人で３５．５％、第２次産業は２３９人で１２．６％、第３次産

業は９８６人で５１．９％と、時代とともに就業者構造に大きな変化が見られる。 

 

(6) 生活環境の現況 

①簡易水道の整備 

本町の水道施設は、香深・内路・船泊の３か所の簡易水道施設で島内全域の給

水事業を行っていますが、現在の取水施設は積雪期において施設の維持管理が非

常に困難な立地場所であることに加え、浄水場の水処理能力が限界を超えている

こと、施設全体が老朽化していることなどの影響により、安定した水の供給が困

難な状況にある。 

また、町人口ビジョンによる予測値においては今後更なる人口減少が見込まれ

ており、水道料金収入の減収が予想され、経営環境においても、更に厳しさを増

していくと思われる。 

水道は町民生活や活動に不可欠なライフラインであり、安全で良質な水の安定

的な供給を確保するためには、経営健全化の取り組みの推進と、老朽化した施設

の計画的な更新整備を図る必要がある。 

 

②下水道の整備普及・適正管理 

本町の下水道事業は、市街地を中心とした香深処理区と、船泊処理区の２処理

区で構成されており、香深処理区は平成１５年３月、船泊処理区は平成２０年３

月にそれぞれ供用を開始しており、平成２４年度の管渠布設により予定していた

地域の整備が終了している。 

現在、集中的に整備した施設の老朽化に対応した維持管理、改修・更新を進め

ており、今後も老朽化対応の必要性が増してくることや、人口減少等により使用

料の減収が見込まれるなど、益々、経営環境が厳しさを増していくことが予想さ

れる。 

また、下水道処理区域外については、戸別の合併浄化槽整備事業を推進するな

ど、公共用水域の水質保全と生活環境の向上を図る必要がある。 

 

③居住環境の整備 

本町の公営住宅は６団地１４８戸保有し、入居者の世代や家族構成より、人々

の生活様式も多様化し、住宅規模や周辺環境に配慮した快適な居住環境整備を推

進している。 

また、近年、漁業就業者や住民の公営住宅入居希望者など、住宅の重要が高ま
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っており、中堅所得者向け住宅も不足傾向にあることから、入居戸数の安定的な

確保と供給が求められている。 

 

④廃棄物処理体制の充実 

近年、老朽化家屋の解体や海岸漂着物の処分量が増加し、平成２７年度より供

用を開始した管理型最終処分場における処分量も、計画を上回る排出量となって

いることから、廃棄物処分量の減量化により、処分場施設の延命化を図るなど対

策を講じる必要がある。 

本町では従来から、循環型社会の形成を目指し、廃棄物の減量化及び資源化に

取り組んできたが、廃棄物の減量化やリサイクル、リユース率の向上に繋がって

いるとは言えない状況となっている。 

今後において、町と地域住民、事業者等との協働により、３Ｒへの推進を図る

必要がある。 

 

(7) 医療の現況 

本町には町立国保船泊診療所のほか、道立香深診療所及び歯科診療所があり、

医療の提供はもとより健康の保持増進に寄与している。 

なかでも町立診療所は１９床の入院施設とＣＴ、透視、ＭＲＩ、人工透析機等

の検査・医療機器の整備や理学療法室が完備され、町内の基幹病院としての役割

を担っている。 

加えて、医療分野における広域連携により、精神科の遠隔診療をはじめ、眼科

診療及び産婦人科診療を市立稚内病院からの派遣専門医により、地元で受診でき

る体制が図られている。 

しかし、人口減少や都市部に人材が集中し、労働力人口が減少するなかで、医

師や看護師をはじめとする医療従事者を安定的・継続的に確保することが困難な

状況となってきている。 

また、高度化・専門化する医療環境に対応するため、医療機器の更新や老朽化

した設備の改修等の検討に加え、診療や事務の効率化により医療サービスの向上

を図り、町民が安心して医療を受けられる環境を整備することが求められている。 

 

(8) 介護サービス等の現況 

礼文町の高齢者は漁業に携わっている方が多く、自然と介護予防が図られてい

る一方で、漁のない冬場の閉じこもり対策が課題となっている。 

また、人口減少に伴い、これまで当たり前のようにあった地域内での支え合いが

難しくなってきている。 

在宅や施設にかかわらず、住み慣れた島で暮らすことを支援する仕組みづくりが

求められている。 

 

(9) 高齢者の福祉その他の福祉の現況 
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全国の都市部同様に、郡部でも少子高齢化により地域内での支えあいが希薄に

なりつつある。地域福祉に区分される種々事業のなかで、少子化対策事業につい

ては、安心して出産し、安心して子育てができる地域環境づくりや母子家庭等へ

の自立支援体制に取り組んでいく必要がある。 

また、人口減少が進むなかでも安心して暮らせるように、自治会や民生委員を

はじめとする地域内の様々な機関と協働で、高齢者や障がい者の見守り支援を推

進していくことも重要である。 

 

(10)教育及び文化の現況 

①生涯学習の推進 

生涯学習は、人が生涯にわたってその時々の課題に応じた学習を行うことであ

り、本町においても就学前から就学・就職期、退職期それぞれにおいて、様々な

学習や活動が行われている。しかし、活動が一過性であったり、多様なニーズに

対応できない状況も見られる。 

 

②学校教育の充実 

本町では、これまでの「礼文型教育連携」を基盤に定着してきた保小中高の連

携教育が、基盤・基本の確実な定着をめざす礼文検定や、ふるさと礼文に学ぶ豊

かな心の育成を柱とした特色ある教育活動として継承され、成果をあげている。 

今後においても、これまでに積み重ねた礼文型教育連携の成果の上に立ち、学

校・家庭・地域の連携を一層豊かに前進させ、一人ひとりの子どもの自立に向け、

これまで以上に信頼される学校を創造するとともに、老朽化が進む町内学校教育

施設の改築・改修や教職員住宅の建替え等を計画的に進め、礼文町全体で子ども

たちを守り育てる体制・環境づくりの推進が求められている。 

 

③社会教育の充実 

  近年、地縁的なつながりが衰退し、連帯感や支えあいの意識が希薄化するなか、

地域住民が様々な活動を通して人と人との絆を育み、個人が孤立することなく安

心して生活を送るための学びと活動が求められている。 

 

④生涯スポーツの充実 

町内では、成人のスポーツ団体やスポーツ少年団が、各種運動施設や学校施設

において定期的な活動を行っている。一方、各年代においてスポーツ活動の有無

の二極化が見られ、体力運動能力の低下や生活習慣病の予防などの面から問題が

指摘されている。 

 

⑤芸術文化の振興 

町内においては、文化団体や個人が地域の文化活動の中心を担っているが、高

齢化や担い手不足等による活動停滞などが見受けられる。また、地理的環境から、
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優れた芸術作品を鑑賞する機会が少ないほか、子どもから大人まで、各世代に応

じた体験活動も十分ではない。 

 

⑥文化財の保護と活用 

町内には現在、国指定２件、道指定２件、町指定５件の指定文化財や５５箇所

の埋蔵文化財包蔵地のほか、町の歴史や文化に関係する様々な資料や記念物が見

つかっている。しかし、人口減少に伴い、地域における歴史文化遺産の保護や伝

統的行事等の担い手不足が懸念され、次世代への継承が難しくなりつつある。 

 

⑦礼文高校の魅力と人づくり 

礼文高校は、離島である本町に唯一ある道立の高等学校であり、近年の人口減

少と少子化が進行する中、ここ数年来入学者は１０名前後で推移しており、北海

道が示す「公立高等学校配置計画」に照らすと、今後の安定的な学校運営が憂慮

されている状況にある。 

礼文高校の統廃合は、義務教育を終えた地元生徒の選択肢を狭めるだけでなく、

親元を離れ島外の高校へ進学させる事に伴う保護者の負担増加が懸念されている。 

本町では、「礼文高校魅力化推進協議会」を設立し、特色あるカリキュラムの創

設と、全国募集に向けた準備を重ねて、２０２０年度からの入学志願者の全国公

募に結びついている。 

今後も更なる地域資源を活かした魅力ある高校づくりを行うことが求められる。 

 

(11)観光の現況 

近年の観光は、国民所得の変化やライフステージごとの意識の変化を背景に、

日本人旅行の国内市場については縮小基調にある一方、アジアを中心とした海外

市場へと旅行先を広げている。このため本町の観光客入込数は一貫して減少して

いることから、礼文島観光協会をはじめとする関係機関と連携を図りながら、受

入体制の整備や積極的な誘致活動を展開している。 

 こうしたなか、旅行の形態は団体旅行から家族や友人といった少人数、個人旅

行へと変化し、さらには旅行の動機もアクティビティや食イベント等、目的が明

確化多様化していることから、宗谷管内の自治体や関連団体がこれまで以上に連

携し、地域にある特徴を独自観光資源に活用した事業の展開を協働して推進する

とともに、礼文島らしい滞在・体験型観光メニューの開発や情報発信などを積極

的に推進する必要がある。 

 

(12)国内及び国外の地域との交流の現況 

本町は、四方を海に囲まれた離島という地理的な条件から、地元住民との交流

が主となっている背景がある。このため、都市部など環境の異なる地域との交流

は、町の発展にも極めて重要である。 

 特定の地域に対して、強い関心を有し地域との関りを深めていく人々や、将来
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ＵＩＪターンとなりうる人々、都市部に居住しつつ兼業・副業として地方の企業

経営改革等に貢献する人材等、「地域と外部人材」の様々な関わりが生まれてきて

おり、こうした特定の地域と継続的に多様な形で関わる「関係人口」を創出・拡

大することは、地方にとっても都市部にとっても意義があると認識し、今後更に

「関係人口」の創出・拡大に努める。 

 

(13)自然環境の保全及び再生の現況 

本町の貴重な自然環境の保護と活用を両立し、「礼文島いきものつながりプロジ

ェクト（生物多様性地域戦略）」を中心に、礼文島リボンプロジェクトの推進や自

然情報の提供、さらにはフラワーレンジャーの配置など関係機関と連携し、今あ

る自然環境を後世に受け継いでいくため多面的に取り組んでいる。 

 一方、地球規模での気候・気象の変動などにより貴重な自然の荒廃が進んでい

ることから、地域特性を考慮しながら植生の回復を図る必要がある。 

  また、自然歩道の安全かつ適正な利用を推進するため、老朽・劣化している施

設の補修、長寿命化など必要な整備・改修を行う必要がある。 

 

(14)再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策の現況（２０５０年「ゼロ

カーボン北海道」の実現に向けて） 

生活用エネルギー源は主に海上輸送で賄っているが、悪天候や災害発生時など

の海路寸断は、安定した住民生活に支障をきたすことが課題である。 

2050 年ゼロカーボン北海道の実現に向けて、地域事業者等の協力のもと、町が

一体となって進める必要がある。 

 

(15)国土保全及び防災対策の現況 

①防災対策の充実 

近年の気候変動が自然環境に及ぼす影響として、大雨による河川の氾濫や土砂

災害等が頻繁に発生しており、本町においても平成２６年８月の大雨による大規

模な被害を受け、防災体制及び防災環境の整備を図っている。しかし、本町の海

岸線の多くは海岸段丘となり、住家背後地が急傾斜のため、土砂災害警戒区域等

に指定されるとともに海溝型断層を近傍に有しており、冬期間を見据えた迅速か

つ安全な防災体制及び防災環境の整備・強化による減災が求められる。 

 

②消防・救急体制の充実  

現状として、利尻礼文消防事務組合は利礼３町で構成されており、本町には消

防署礼文支署及び船泊分遣所が設置され礼文町消防団とともに、消防・救急業務

に取り組んでいる。 

  課題として、消防団員の高齢化による団員数の減少、老朽化が著しい消防施設

及び資器材の補修・更新と、大規模災害や多種多様化する災害、事故等への対応、

及びそれに伴う職員・団員の教育、訓練の充実が必要となる。 
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(16)離島の振興に寄与する人材の確保及び育成の現況 

まちづくりは、人々の取組みと活躍によって実現されるものであり、これを推

進するためには、「地域リーダー」の育成が極めて重要である。 

  地域が抱える課題や問題等を地域全体で認知・学習して共有し、その課題に対

して地域住民が自ら考える場所と機会を提供し、将来の「まちづくりリーダー」

となる人材や組織の育成に努める。 

 

(17)その他の離島の振興に関する現況 

①本土と離島及び離島間における広域連携 

離島という地理的条件がもたらすハンディキャップを克服し、地域住民が安全

で安心して暮らすことができるよう、本土を含めた近隣自治体との積極的な関わ

りが求められている。 

 

②地域コミュニティ及び集落対策 

行政の推進と民生安定のために重要な役割を担う自治会活動や地域住民活動

を支援する必要がある。 

 

③デジタル社会の実現に向けた地域ＤＸの推進 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において掲げられている「デジ

タル社会の実現に向けた構造改革」及び「デジタル田園都市国家構想」に沿って、

本町においてもデジタル化を推進することが求められる。 
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２ 離島振興の基本的方針 

 

■基本的方針 

本町の離島という地理的条件を踏まえつつ、今後さらに人口減少や少子高齢化が

見込まれる厳しい時代のなかでも「地域の結びつき」や「人と人の支えあい」を大

切に、町全体が「家族」の様に一体となり、町民一人ひとりが郷土への愛着と誇り

をもちながら、島の更なる発展をめざす。 

 

『 島 の 絆 』 

“地域の結びつきと支えあいによる 島の更なる発展をめざして” 

 

■施策の柱 

１.《活気と魅力あふれるまちづくり》 

 恵まれた自然環境と豊かな地域資源を活かし、人と自然が共存するなかでも地域

の利便性を高め、魅力あふれるまちづくりをめざす。また、社会情勢の変化を柔軟

にとらえ、本町の魅力を内外に発信し、基盤産業である水産・観光業、または商工

業の振興による雇用を創出し、地域ぐるみで発展し続ける活気あるまちづくりを推

進する。 

 

２.《島の暮らしを支える環境づくり》 

 いつまでも住み続けたいと思える島の暮らしを支えるため、健康で安心して暮ら

すことができるための医療サービス体制の向上と、高齢者や障がい者など支援が必

要な方を地域のつながりと絆で支えあう福祉の心を育てる。また、防災・防犯・交

通安全・消防体制や、水道などのライフラインの充実を図り、すべての住民にとっ

て安心安全に暮らすことができるための生活環境づくりを推進する。 

 

３.《郷土愛と人を育む地域づくり》 

 まちづくりは、人々の取組みと活躍によって形成されるものである。島の魅力や

歴史・文化等の特色を活かし、次代を担う子どもたちの豊かな心と学力を育む。ま

た、郷土への愛着と誇りをもって、地域が抱える課題や問題に取り組む人材を育成

し、町民と行政の協働に基づくまちづくりを推進する。 
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■離島の振興に関する目標 

 

人口減少や労働力人口の不足などの地域課題解決のため、定住の促進を図るとい

う法律の趣旨に鑑み、目標を「社会減の改善」に設定する。 

 

（参考数値）令和３年人口動態（社会増減） 

       転入 １２０人  転出 １５９人（△１０３人） 

 

１ 「 人と自然に優しく魅力ある地域基盤づくり」 

礼文島にある自然環境を守りながら、人と自然が共存したなかで利便性に配慮

した魅力あるまちづくりをめざす。 

（１）移住・定住の環境整備 

（２）自然災害防止対策の推進 

（３）自然環境の保全 

（４）森づくり 

（５）道路の整備 

（６）港湾の整備 

（７）交通機関の充実 

（８）情報通信基盤の充実 

 

２ 「未来につながるたくましい産業づくり」 

 地域の持っているポテンシャルを活かした多様な取組みと、関わる人の育成を

通して未来につながるたくましい産業づくりをめざす。 

（１） 水産業の振興 

（２） 商工業の振興 

（３） 観光の振興 

 

３ 「健全な心と体で絆と支えあいのまちづくり」 

 すべての住民にとって、分け隔てなく健全で生きがいのある生活に向け、絆と

支えあいのあるまちづくりをめざす。 

（１） 児童福祉の充実 

（２） 高齢者福祉の充実 

（３） 障がい者福祉の充実 

（４） 地域福祉の充実 

（５） 温泉施設の充実 

（６） 健康づくり 

（７） 地域医療の充実 
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４ 「未来につながる豊かな環境づくり」 

自然豊かな離島ならではの生活環境づくりに努め、すべての住民が安心して快

適に暮らせるまちづくりをめざす。 

（１） 簡易水道の整備 

（２） 下水道の普及・適正管理 

（３） 居住環境の整備 

（４） 廃棄物処理体制の充実 

（５） カーボンニュートラルの推進 

（６） 防災対策の充実 

（７） 交通安全・防犯対策の推進 

（８） 消防・救急体制の充実 

 

５ 「地域の文化と特色を活かした人づくり」 

  島の特色や魅力を活かし、次代を担う子どもたちの豊かな心と学力を育み、地

域の誰もが芸術と文化にふれあい、健康で活力ある生活を送るための環境づくり

をめざす。 

（１） 生涯学習の推進 

（２） 学校教育の充実 

（３） 社会教育の充実 

（４） 生涯スポーツの充実 

（５） 芸術文化の振興 

（６） 文化財の保護と活用 

（７） 礼文高校の魅力と人づくり 

 

６ 「人と地域を育む協働のまちづくり」 

  地域の人材育成を推進し、都市部との関係人口創出と拡大に努め、町民と行政

の協働に基づくまちづくりをめざす。 

（１） 地域コミュニティ活動の推進 

（２） 人材・組織の育成 

（３） 関係人口の創出・拡大 

（４） 協働に基づく行政サービスの確立 

（５） デジタル化の推進 

（６） 健全な財政運営の推進 
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３ 離島振興の分野別対策 

 

(1) 本土と離島及び離島間並びに離島内の交通の確保 

①交通体系の整備 

海上交通については、欠くことのできない最重要なものであるため、運行ダイ

ヤの設定など、住民や旅行者の利便性を図り、安定的な航路の維持確保及び利用

者サービスの向上を進めるとともに、交流人口の拡大に努める。 

島内の交通については、地域のニーズを踏まえた最適な交通手段や生活路線を

維持確保し、地域の特性や実情に応じた運行体制を構築する。 

航空交通については、現在休止中の礼文空港の再開を含む礼文島を取り巻く交

通ネットワーク全体の視点から幅広く検討を行う。 

 

②人の往来に要する費用の低廉化 

離島住民の大きな負担となる航路及び航空路の運賃助成事業を行い、交通費の

負担を軽減する。 

 

③物資の流通に要する費用の低廉化 

運賃格差による離島価格の解消を図るため、関係機関と連携し、コストの軽減

や流通の効率化などによる価格の低廉化を進め、住民生活の安定や地域振興を図

る。 

 

(2) 高度情報通信ネットワーク等の充実 

地域情報通信基盤の安定的な維持管理に努め、インターネットを活用した各種

行政サービスなどの提供や、地域医療などでの有効的な利活用を推進する。 

また、情報通信技術や情報処理技術が急速に進展する中で、時代や住民ニーズ

に合わせた情報・通信基盤の充実を図る。 

 

(3) 産業の振興 

①水産業 

（１）漁業担い手の確保 

漁業担い手支援事業の継続・充実をとおして漁業後継者の確保を図るほか、漁

協と連携して陸上作業員等の受入態勢を充実させる等、ひとの確保に努める。 

 

（２）安定的な資源確保と販路拡大 

コンブ養殖等のつくり育てる漁業を推進し安定生産に努めるほか、新商品の開

発による加工業の振興や、イベント参加によるＰＲ活動を展開し、販路の拡大に

努める。 
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（３）漁場の維持と漁業生産基盤の整備 

離島漁業再支援交付金を活用して漁場の維持を図るとともに、北海道と連携し

漁港等の漁業生産基盤の整備を図る。 

 

②商工業 

（１）中小企業及び商工会への支援 

町内商工業の基盤を維持するため、中小企業及び商工会に対する支援や、新規

起業などに対する支援事業を充実させる。 

 

（２）燃油等の安定供給 

  灯油や重油等燃油の安定供給に努める。 

 

（３）異業種連携 

水産業や観光業と連携し、新商品開発や販路拡大を推進する。 

 

（４）離島価格の解消 

プロパンガスのほか、食料品や日用品などの輸送により生じる「離島価格」の

解消に努める。 

 

③水産動植物の生育環境の保全及び改善 

漁業関係者及び地域が協働し、豊かな海を保護・保全するための取組を推進す

る。 

 

④地域資源等の活用による産業振興 

コンブ養殖等のつくり育てる漁業を推進し安定生産に努めるほか、新商品の開

発による加工業の振興や、イベント参加によるＰＲ活動を展開し、販路の拡大に

努める。 

 

(4) 雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進 

本地域における経済基盤を強化し、多様な雇用機会を確保するため、地元中小

企業の体質強化を図るとともに、地域資源を最大限に活かした競争力のある水産

業の振興や、新たな産業の育成を進める。 

 

(5) 生活環境の整備 

①簡易水道の整備 

（１）安全で安定した給水 

礼文町簡易水道基本計画（統合計画）による内路、船泊水道施設の統合を平成

２９年度より進めており、今後更に、経営の基本計画である「礼文町簡易水道事

業経営戦略」に基づき、事業の圧縮化や施設・設備の合理化・長寿命化、投資の
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平準化により、経営基盤の強化を図りながら老朽化する各施設を計画的に改修す

るなど、信頼性の高い施設づくりを推進し、安全で安定した水の供給を図る。 

 

②下水道の普及・適正管理 

（１）生活環境の向上及び環境保全の推進 

下水道加入率の更なる向上を図るとともに、下水道処理区域外の地域において

は、合併浄化槽整備事業や水洗便所改造等補助事業の推進により、生活環境の向

上と環境保全の推進に努める。 

 

（２）下水道事業の安定運営 

ストックマネジメント計画の策定により、資産の状況を的確に把握した上で、

老朽化施設の改修や更新を効率的かつ計画的に行うとともに、経営の基本計画で

ある「礼文町特定環境保全公共下水道事業経営戦略」に基づき、財務、組織、人

材等の経営基盤の強化を図り、安定した下水道事業の運営を図る。 

 

③居住環境の整備 

（１）居住環境の整備 

既存公営住宅の居住性向上を図るため、維持管理と改修事業を計画的に進め良

質なストックと、公営住宅の建て替えも計画的に行い、より良い住環境の整備を

積極的に推進する。 

 

（２）民間賃貸住宅への助成 

地域住民のニーズに対応するため、法人や個人が集合住宅を建設する費用の一

部を助成できる制度を推進するなど、良質な集合賃貸住宅の確保と供給を促進さ

せる。 

 

④廃棄物処理体制の充実 

（１）廃棄物処理施設整備 

廃棄物の適正処理を行うため、管理型及び安定型最終処分場の建設を行う。 

また衛生環境を整えるため、収集車とごみステーションの更新を行い環境美化に

努める。 

 

（２）３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）推進運動 

廃棄物の減量化を図るために、町民・事業者等に対し３Ｒを啓発しリサイクル

率向上を推進する。 

 

（３）廃棄物再資源化の推進 

廃棄物の再利用、再資源化に向けて事業所とも連携してリユース・リサイクル

事業の展開を推進する。 
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(6) 医療の確保等 

①安心して医療を受けられる体制づくり 

医療の安定的な確保と、高度医療・専門医療や救急救命と連携し、町民が安心

して医療を受けられる体制の維持・強化に努め、地域医療の充実を図る。 

 

(7) 介護サービス等の確保等 

①介護予防を促進する集いの場づくり 

いつまでも自分らしく生きるため、健康寿命を延ばすことを目的に介護予防に

関する情報発信や、温泉施設を活用した介護予防教室など、多世代が交流できる

ような集いの場づくりを推進する。 

 

②地域内での支えあいの推進 

超高齢社会において、介護保険サービスや地域支援事業など既存の制度のみに

頼るのではなく、このまちに住む一人ひとりがお互いを支えあえるような地域づ

くりの醸成に努める。 

 

(8) 高齢者の福祉その他の福祉の増進 

①子どもが健やかに育つ環境づくり 

多様化する子育てニーズに対応するには、行政だけではなく地域全体が一緒に

子育てができる体制も重要と捉え、学校・家庭・地域・関係機関とのネットワー

クづくりに重点を置き、一時預かりなどの体制整備に向けた「子育て世代包括支

援センター」の設置をめざす。 

 

②子どもの遊び場づくり 

子どもの遊び場を求める声が多くある。多様化するニーズの把握に努め、今あ

る施設の有効活用に向け努める。 

 

③権利擁護と認知症施策の充実 

認知症対策や成年後見制度の活用など権利擁護の推進に努め、高齢者が老後を

安心して暮らせるような仕組みづくりに努める。 

 

④福祉に関するマンパワーの確保 

町内における福祉従事者の安定的な確保により、地域における安心・安全なサ

ービス体制を図ることに努める。 

 

⑤障がい者が活躍できる場づくり 

障がいを持った人が地域の中でいきいきと暮らすことができるよう、就労まで

つながるような支援体制を整備し、親亡き後を安心して過ごせるような地域づく
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りに努める。 

 

⑥障がい児とその保護者に向けた支援体制の充実 

障がいを持つ児とその保護者に対して、町内でもできる支援体制を拡充すると

ともに、成長に合わせて選択肢を広げられるような環境づくりに努める。 

 

⑦こころのバリアフリーの推進 

障がいに対する理解の普及・啓発を図り、多様性を認め合う共生社会の実現に

向けて取り組む。 

 

⑧少子化対策事業の推進 

当町に住む誰もが、安心して子どもを産み育てられる環境づくりとして、妊産

婦支援や子育て支援に努める。また、次代の親の育成及び家族や地域の教育力育

成のため、保健所等を始めとした関係機関との連携を深める。 

 

⑨地域見守り体制の推進 

住み慣れたまちで安心して暮らしていくために、自治会や民生委員との連携に

加え、商工会や運送業者・郵便局等と連携した礼文町見守りネットワークの推進

を図る。 

 

(9) 教育及び文化の振興 

①生涯学習の推進 

（１）情報の集約と提供 

町内諸団体の年間行事等を一元化し、全戸に配布することで、誰もがいつでも

情報が得られる手段を確保する。 

 

（２）年代に応じた学習機会の確保 

青年層から高齢層まで幅広い年代に対する学習機会を継続的に提供し、世代に

よって異なる課題解決に努める。 

 

（３）地域を学ぶ活動の支援 

町内の教育資源を活用した学習活動を支援するため、学習情報の提供と利用周

知に取組む。 

 

②学校教育の充実 

（１）子どもが健やかに育つ教育環境を創造する学校づくりの推進 

保・小・中・高の教育推進が発展充実し、各学校の独自性と全学校の共通性を

生かした特色ある学校経営の充実に努める。 
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（２）持続可能な社会の創造に向けた資質・能力を育成する教育の推進 

当町では、小規模・少人数という特性を生かし、子どもたち一人ひとりの実態

に応じた指導を実践することにより「確かな学力」の育成に努め、学力向上の取

組みを総合的に進める。 

 

（３）主体的に考え判断し豊かな人生の基盤となる心身を育成する教育の推進 

規範意識や生命を大切にする心や思いやりの心を育むために、ボランティア活

動などの体験的な活動を積極的に行い、地域の方々や異校種間や異年齢の子ども

たちとの交流を通して社会性や人間関係を構築する力の育成を図る。 

 

③社会教育の充実 

（１）教育支援活動の推進 

学校・家庭・地域のニーズに応じた支援・交流活動を取り進めるとともに、社

会教育関係団体の運営や活動が安定的に行われるための支援に努める。 

 

（２）放課後対策の充実 

留守家庭児童を中心に、放課後や学校長期休業日において、学校・家庭以外の

第三の居場所として様々な活動に取組む機会を充実させる。 

 

（３）読書活動の拡充 

幼児期や少年期において読書に慣れ親しむ活動を提供するほか、蔵書の充実な

どを通じて子どもから大人まで利用できる魅力ある図書室作りを進める。 

 

④生涯スポーツの充実 

（１）誰もが参加できるスポーツ機会の充実 

日頃体験できないスポーツ・運動講座や、学校施設の開放など、誰もが気軽に

活動できる機会の充実に努める。 

 

（２）スポーツを楽しむ機会の提供 

幼児や小学生、初心者などが様々な運動やレクリエーションを通して、楽しみ

ながらスポーツ活動への動機付けを図る機会の提供に努める。 

 

（３）意欲を高める機会の創出 

専門性の高い指導を受けることができるスポーツ講座を実施し、幅広い年齢層

に対して運動意欲や競技能力の向上をめざす機会を作る。 

 

⑤芸術文化の振興 

（１）鑑賞機会の充実 

日頃の文化活動の成果を発表する機会を確保しつつ、様々な年齢層に応じて優
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れた芸術作品等を鑑賞する機会を提供する。 

 

（２）体験機会の提供 

様々な年齢層に応じて、優れた芸術作品の制作や日本の伝統文化など、芸術文

化に関する体験機会の提供に努める。 

 

（３）文化活動の支援 

文化活動の裾野の拡大や底上げ、新規活動の育成の観点から、製作者や演奏者

など、優れた感性を持つ人々を招くことにより、活動への動機を高める。 

 

⑥文化財の保護と活用 

（１）指定文化財の保護・保存 

指定文化財を確実に次世代へ継承していくため、関係機関との連携や保存管理

計画の策定など、有効的・効果的な保護・保存対策を講じる。 

 

（２）歴史文化遺産の多面的活用 

地域学習を中心とした教育分野における活用を始め、島の宝としての情報発信

を行い、新しい島の魅力を伝える活動を行う。 

 

（３）新たな保管公開施設の整備 

現在、ピスカ２１に併設されている郷土資料館を、重要文化財の保管公開施設

として全面的に改修を行うほか、学術的に貴重な埋蔵文化財包蔵地の公開活用に

係る環境整備に取組む。 

 

⑦礼文高校の魅力と人づくり 

（１）礼文高校魅力化の推進 

礼文高校魅力化推進協議会により、各種高校支援策と地域の特性を活かしたカ

リキュラムを引き続き検討し、魅力ある高校づくりをめざし、入学者数の確保に

努める。 

 

（２）れぶん留学の推進と地域交流による人材育成 

れぶん留学の推進により入学生徒の拡充を図るとともに、離島の特性を活かし

た地域交流を推進し、次代を担う人材の育成に努める。 

 

(10)観光の開発 

①広域連携の推進 

国内外の観光プロモーションや各種インバウンド対策などを効果的に推進す

るために、利尻礼文サロベツ国立公園や稚内空港に関係する周辺市町村や各種団

体と連携した取り組みを推進する。 
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②計画的な施設整備 

キャンプ場やトレッキングコースなどの観光施設をはじめ、案内標識や看板の

整備を計画的に進める。 

 

(11)国内及び国外の地域との交流の促進 

① 都市部と地方の人材対流の促進 

都市部や他の地域との交流を積極的に行い、「関係人口」の創出・拡大に努める。

また、関係人口の裾野拡大に向けた取組みを推進する。 

 

(12)自然環境の保全及び再生 

①多様な自然環境の保護と活用の両立 

多様な生物の上に成り立つ礼文島の優れた自然環境を壊さず、一方では観光事

業を中心に活用していくことにも意識をしながら、人と自然との共生に向けた未

来につながる取り組みを地域住民の積極的な参加を求めながら推進する。 

 

(13)再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策（2050 年「ゼロカーボン北

海道」の実現に向けて） 

住民生活に直結する石油製品価格の低廉化を図るための取組を進め、本土との

格差が極めて少ない安定した住民の生活の確保に努めるとともに、本地域に適し

た「再生可能エネルギー」の導入の検討を行う。 

脱炭素社会を見据えた長期的な視点を持ち、ゼロカーボンの実現に向けて、「北

海道地球温暖化対策推進計画」に沿って、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に

推進する。 

 

(14)国土保全施設等の整備その他の防災対策 

①防災対策の充実 

（１）土砂災害時の早めの避難体制づくりと災害時要配慮者等の初動体制の確立 

土砂災害時において、過去の災害教訓を反映し、日頃から「自助」への意識と

備えを促進するとともに、「共助」として特に災害時要配慮者を支え合う体制づく

りを図り、迅速かつ確実な避難体制を確立する。 

 

（２）冬期間の地震・津波災害等を想定した避難場所及び避難施設等の整備 

酷寒・暴風・降雪等冬期間の特性を考慮した避難所等の避難場所及び避難路・

備蓄庫の避難施設等の整備を図り、安全・迅速かつ確実に避難できる防災環境を

整備する。 

 

（３）防災資機材・防災備蓄品等の整備 

発災直後における被害や混乱を最小限にとどめるために、「自らの命は自らが
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守る。自らの地域はみんなで守る」という自助・共助の考え方を基本に、平時か

ら災害時に必要な物資（資機材・生活必需品等）を確保する。 

 

（４）防災情報伝達手段の多重化 

津波・土砂災害から人的被害を最小限に抑えるには早期避難が重要であり、避

難に関する情報等を早期かつ確実に住民へ伝達するとともに、混乱する発災直後

や夜間において「情報空白」が生じないように、複数の情報伝達手段を整備する。 

 

（５）災害対応能力を高めるための人材育成及び確保 

災害に備え、迅速かつ的確に災害対策し、災害発生前の段階から被害の発生を

軽減するため、防災業務に直接携わる行政職員及び地域における防災リーダー等

の人材を育成・確保する。 

 

②消防・救急体制の充実  

（１）消防施設、資器材の更新整備 

老朽化が著しい消防施設及び資器材の効率的な補修整備及び更新を行い、消

防・救急体制の維持と充実を図る。また、団員の高齢化による減少傾向を踏まえ、

効率的な資器材の充実に努める。 

 

（２）消防職・団員の知識・技術の向上 

大規模災害や多種多様化する災害・事故等に対応すべく、知識・技術の向上を

目的とした研修会等に参加し、さらに職員・団員の各種訓練を行い全職員・団員

の資質向上に努める。 

 

（３）火災予防等の更なる推進 

町民の火災予防・救急救命に対する意識の向上及び技術の取得を目的とした各

種講習会、訓練等を自治会、関係団体と連携して積極的に進める。 

 

(15)離島の振興に寄与する人材の確保及び育成 

①地域リーダーの育成 

企業やＮＰＯ、コミュニティ団体などを対象とした様々なテーマに対するワー

クショップ等を開催し、地域が抱える課題等や問題を共有し、町民が自ら考え取

組むことで、将来の「まちづくりリーダー」となる人材の育成に努める。 

 

②次世代リーダーの育成 

中学生や高校生を対象とした、ワークショップ等を行い、地域の課題意識や貢

献意識を自ら考える機会や取組みを行い、まちづくりに係る意識と地域に対する

愛着を醸成し、次世代のリーダー育成につなげる。 
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(16)その他の離島の振興に関し必要な事項 

①本土と離島及び離島間における広域連携 

「宗谷定住自立圏共生ビジョン」の推進について、関係自治体と協議・連携を

進め、魅力と活力に満ちあふれた地域づくりに努める。 

 

②地域コミュニティ及び集落対策 

自治会については、自治会内の安定的な活動基盤のもと、地域コミュニティの

中心的役割を果たしていくことができるよう、地域住民の意識づくりに努めると

ともに、運営体制の充実のための支援を行う。 

また、コミュニティ活動への参加を促すため、地域活動への関心や協働のまち

づくりの意識向上を促進し、地域住民が主体となった課題の解決や、まちづくり

活動に対して支援を行う。 

 

③デジタル社会の実現に向けた地域ＤＸの推進 

国の「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において掲げられている「デジ

タル社会の実現に向けた構造改革」及び「デジタル田園都市国家構想」に沿って、

町全体のデジタル化を推進し、地域課題の解決につなげる。 
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４ 離島振興対策実施地域の特性に応じた産業の振興の促進に 

関する事項（産業促進事項） 
 

（産業促進事項） 

（１） 産業の振興を促進する区域 

離島振興対策実施地域として指定の礼文島全域を計画の対象地域とする。 

 

（２） 振興すべき業種 

製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等の業種を振興すべ

き業種とする。 

 

（３） 当該業種の振興を促進するために行う事業の内容 

礼文町の産業振興を図る上での課題を解決するため、租税特別措置の活用を

促進し、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等の設備投資

や雇用促進をするために、国、道、関係機関等と連携しながら以下の取組みを

行う。 

 

１.礼文町が実施する取組  

ア 租税特別措置の活用の促進 

町のホームページや広報誌などで周知するほか、該当する企業に対し道と連携し

て積極的に周知を図る。また、商工会と連携し制度周知のチラシを会員に直接配布

する。 

 

イ 企業誘致奨励制度  

製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等を対象として、町内に

工場や事業所を新設・増設・移設する事業者に対して、３年間固定資産税の課税を

免除する。 

 

ウ 新規起業者支援事業 

商工業の振興による地域社会の活性化を図るため、町内在住の者が、新たに事業

を起業する場合に補助金を交付する。 

 

エ 事業規模等拡大支援事業 

町内在住の商工業を経営する者が、事業規模の拡大、販路の拡大、効率の改善、

異業種事業への取組等をする事業に対して補助金を交付する。 

 

オ 資格等取得者支援事業 

町内在住の商工業を経営する者が、その経営等に必要な資格を取得するための費

用に対して補助金を交付する。 
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カ 制度融資事業 

中小企業の事業活動に必要な資金の調達を円滑にするため、町内金融機関と連携

し、円滑に借り入れが出来るよう融資制度の整備を行っている。また、中小企業者

が北海道信用保証協会の融資を利用する際、信用保証料を助成する。 

 

キ 商工業後継者報償金制度 

新たに商工業を営む者等が礼文町商工会に加入した際、申請により町から報償金

を受け取ることができる。 

 

２．北海道が実施する取組  

ア 租税特別措置の活用の促進  

礼文町と連携し、企業に対して積極的に租税特別措置制度の周知を図る。  

 

イ 北海道優遇措置制度  

離島振興対策実施地域における優遇税制度（事業税（３年間）及び不動産取得税

の課税免除）等の各種補助制度の活用により礼文町への企業誘致・投資を支援する。 

 

３．礼文町商工会が実施する取組  

小規模事業者の経営、技術の改善発達のため、各種相談指導を行うとともに、地

元商店に対し有利な補助金や融資制度の周知を図る。  

 

４．礼文島観光協会が実施する取組 

礼文島の魅力を島外に情報発信し、観光客の誘客に努めるとともに、ホテル、旅

館、民宿等と共に、必要な情報提供やおもてなし等についてのサービス力向上を目

指す。 

また、島内のトレッキングコースやアクティビティを取り入れた体験型ツアープ

ランを検討・提案し、個人やグループ旅行、インバウンド等に対応した新たな観光

客誘客策を図っていく他、離島という地理的に不理な条件を補うため、公共交通機

関等と協力した施策の展開も検討していく。更に、礼文島観光の特徴であるシーズ

ンの夏季偏重を春・秋まで広げるなど、四季の魅力を活かした観光資源の開発を進

める必要がある。 

 

５．漁業協同組合が実施する施策 

水産事業者への水揚げの指導、水産品の加工販売を行うとともに、水産品の販売

促進や消費拡大に向けた取組を行う。 

 

（４） 計画期間 

   令和５年度から令和１４年度（１０年間） 
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（５） 目標 

 

① 設備投資の活性化に関する目標 

 

 

 

 

 

 

 

② 雇用等に関する目標 

ア 設備投資に係る新規雇用者数４人 

イ 漁業協同組合員数300人を維持 

ウ 観光客入込数年間延120,000人 

エ 商工会会員数110件を維持 

 

③ 事業者等向け周知に関する目標 

ア 説明会の実施 

・礼文町雇用機会拡充事業や年末調整等の説明会に合わせ、年に１回事

業者等に向け離島税制の説明会を開催する。 

 

イ Ｗｅｂ媒体等による情報発信 

・礼文町ウエブサイトにおいて、離島税制の周知資料を掲載するページ

を作成するほか、年に１回広報紙や町内回覧等により事業者等に情報発

信する。 

 

ウ 事業者への直接周知 

・固定資産等に係る納税通知書等を送付する場合には、離島税制の周知

資料や申請関係書類を同封する。 

・商工会から会員に対し、直接制度内容を説明する。（会報等の配布時） 

 

（６）評価に関する事項 

本計画の推進管理と一体的に行い、「北海道離島振興対策会議」において目 

標の達成状況について評価する。 

 

区  分 新規設備投資件数 新規雇用者数 

製造業 １件 １人 

旅館業 １件 １人 

農林水産物等販売業 １件 １人 

情報サービス業等 １件 １人 
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利尻島（利尻町）地域振興計画 
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１ 離島地域の現況 

 

(1) 地域の概要 

本地域は、北海道稚内市より西方へ５２㎞の日本海上に位置し、中央に海抜１，

７２１ｍの利尻山を有する円錐状の島で、隣町の利尻富士町と２町で１島を構成

している。 

面積は７６．４９㎢で、利尻島全体の４１％を占め、本島の北西に位置する礼

文島及び本土のサロベツ原野とともに、昭和４９年に「利尻礼文サロベツ国立公

園」に指定されている。 

   集落は、沓形地区１１行政区１８自治会、仙法志地区７行政区８自治会を形成

しており、主に海岸線に沿って点在している。 

   気候は、日本海側のため対馬暖流の影響を受け、本道の内陸部に比べると比較

的温暖であるが、冬季は北西の季節風が強い。 

  令和２年の国勢調査人口は ２，００４人で、平成２２年との比較では、２２．

６％の大幅な減少となっており、最近の５か年でも１２．９％の減少となってい

る。 

 

(2) 交通の現況 

海上交通については、カーフェリーが本土の稚内港と隣町の利尻富士町鴛泊港

間、礼文島（町）香深港と鴛泊港間に通年で運航されているほか、香深港と沓形

港間で６月から９月まで季節運航されている。 

   空路については、利尻空港―札幌丘珠空港間で１日１往復（期間により土・日・

祝日２往復）のＨＡＣ便が通年で運航されているほか、６月から９月まで新千歳

―利尻便がＡＮＡにより季節運航されており、住民生活の利便性向上と、観光客

をはじめとする交流人口の増加に貢献している。 

   港湾については、地方港湾である沓形港があり、島内で唯一の耐震化岸壁を有

しており、近年では大型客船の寄港地として利用されている。 

   道路については、島内を一周する幹線道路として道道が整備されているが、狭

隘区間の整備がまだ残されている。また、町道の改良、補修とも引き続き必要な

状況にある。 

   公共交通機関は、島内を一周する民間路線バスが運行されているが、利用客が

減少傾向にあり、路線の維持対策が課題となっている。 

 

(3) 情報・通信の現況 

令和７年度末に向けＤＸ化を推進し、住民サービスの向上及び業務の効率化を

図るため、計画的な整備を進めている。 

また、情報格差を是正し、地域の活性化を図ることを重視して、アクセス網の

整備を実施している。 
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なお、町内全域に公設によるブロードバンド網が整備されていることから、そ

れを活用した島外企業による新たな事業進出が期待されているところである。 

 

(4) 産業の現況 

①水産業 

本地域の最も重要な産業である水産業は、コンブ、ウニを始め、ホッケやナマ

コが主要魚種となっているが、近年海況の変化等によるものと思われる資源水準

の低下により生産量が低迷し、漁業経営は厳しい状況下にあると言えるが、資源

の維持と漁家経営の安定向上を期するために早くからコンブの養殖事業化を始め、

ウニの人工種苗生産、最近ではナマコの人工種苗生産にも着手する等、「栽培漁

業」に積極的に取り組んでいる。 

また、過疎化や少子高齢化による漁業就業者の減少が進んでおり、後継者の育

成が緊急の課題となっている中、近年都会からの漁業志望者が増えつつあり、受

け入れ体制の充実が最も重要となっている。 

 

 ②農業 

本町では、自家用蔬菜が栽培されているのみで、市場流通もない。また、農業

新規参入者等の就農も期待が薄く、島内で消費される農作物も島外からの搬入に

頼っている。 

 

③林業 

本地域には、経営林家や林産物の生産流通・加工を担う製材工場もなく、また

本土への森林資源の搬出は輸送コスト面からも非常に厳しい状況にある。しかし、

近年、森と海との密接な関わりが見直されている中で、森林の整備、造林等の推

進を図っている。 

 

④商工業 

本地域の商業は、少子高齢化、人口の減少、大型店やコンビニエンスストアの

進出、通信販売やインターネットの普及等により、商業環境が大きく変化し、経

営が大変厳しい状況にある。工業についても、輸送費の高騰や雇用における高齢

化などの諸問題を抱えている状況にある。 

 

 ⑤その他産業 

建設業においては、原料や資材の高騰、設備機器等の納期の遅れによる工期延

長など、経費がかさむ状況が続いており、厳しい状況にある。 

 

 ⑥水産動植物の生育環境 

水産動植物の生育環境については、近年海水温が高めに推移し、コンブやウニ

等の生育に悪影響を及ぼしている状況にある。また、海況の様々な変化による影
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響からか、魚類の水揚げが著しく減少しており、これらの対策が急務な状況にあ

る。 

 

 ⑦地域資源等の活用による産業振興 

地域に存在するあらゆるものを地域資源ととらえ活用していく産業振興に取

り組んでおり、高齢化による漁業者減少から活用されなくなった海面や船揚場・

作業場を観光交流施設へと転用を行い、「うにとり体験」や「利尻昆布土産づく

り体験」を実施するなど、交流人口の増加を図っている。 

 

(5) 就業の現況 

本町における就業状況は、公共事業の大幅な減少や観光客入込数の減少等の影

響を受け、雇用の場の確保は極めて厳しい状況にある。 

基幹産業である漁業においても漁業者数の減少で労働力不足が深刻化している。 

また、通年雇用の場がないため、島外からの移住希望者や地域住民の就業に対

する要望に応えることが難しく、結果的には移住の断念や島外に流出してしまう

傾向にある。 

 

(6) 生活環境の現況 

簡易水道については、普及率が１００％であり、住民に良質な水を確保、提供

しているが、配水池など施設の老朽化が進行している。 

汚水処理については、公共下水道の整備が進められ、下水道計画区域の普及率

は１００％に近い。下水道処理区域外の地区については、合併処理浄化槽の整備

を進めている。 

  ごみ処理については、隣町の利尻富士町と広域行政処理のため利尻郡清掃施設

組合を設置しており、可燃性のものについては焼却処理し、粗大ごみ、不燃性廃

棄物については、埋め立て処分を行っている。また、資源ごみについては、分別

収集を行っている。 

また、し尿処理については、平成２３年度まで利尻郡清掃施設組合の管理運営

する施設で処理していたが、島内の下水道の普及に伴うし尿処理量の減少を踏ま

え、平成２４年度からは、本町のし尿前処理施設において島内のし尿を一括受入

れするとともに、利尻町沓形浄化センター（下水道処理施設）において最終処理

をする方式としている。収集は業者に委託し、島内で年間延べ７２０件ほどを汲

取り処理している。 

 

(7) 医療の現況 

島内の医療供給体制については、国保病院１か所、道立と町立の診療所がそれ

ぞれ１か所、町立歯科診療所２か所、道立歯科診療所１か所、民間の歯科診療所

１か所が整備されているが、一部事務組合方式により利尻富士町と設置している

利尻島国保中央病院が唯一入院施設を有し、救急患者（救急車両）の１００％受
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入れを行っているほか、訪問看護ステーションや人工透析を開設するなどして、

地域医療の中心的な役割を果たしている。 

   しかし、医師や看護師などの医療従事者が不足し、その確保が求められている。 

また、今日の医療、医学の目ざましい発展等による医療設備や機器類の進歩、

開発は急速に進んでおり、医療施設、設備の改善等が求められている。 

救急医療については、ドクターヘリ等の整備により地域センター病院である市

立稚内病院を始め、札幌圏内や旭川圏内の医療機関への搬送体制は飛躍的に向上

されたが、搬送者に医師等の付添が必要となった場合の、島内の救急医療対応等

が課題となっている。 

  島内では出産できる医療機関が現在ないため、妊娠の中期以降は島外の医療機

関を受診することとなる。出産までの間、島外の医療機関を受診するために要す

る経済的負担を軽減するため、さらには子育て支援の一環として旅費及び宿泊費

の助成を行っている。 

合わせて、難病を持つ方についても、専門医受診のため、島外受診という経済

的負担がある。その負担軽減は離島という環境からも重要な課題となっているの

で、町は独自に助成事業を実施している。 

  また、子どもの発達支援については重要な課題となっているが、島内には小児

科医など幼児、児童に関する専門職が不在であるため、島外から小児の発達に関

する専門医等を定期的に招へいし、発達支援、子育てに関する相談を行っている。 

 

(8) 介護サービスの現況 

町内には、特別養護老人ホーム（３０名）、短期入所・生活介護（１１名）、

デイサービス２か所（２５名）の施設があり、訪問看護、訪問介護、居宅介護支

援の介護サービスが提供されている。 

全国的には介護サービスの多くが民間経営により事業の運営がなされている

が、離島においてはその立地条件、採算性から島外からの民間事業者誘致条件も

含め厳しい状況にあることから、直営が余儀なくされており、特別会計予算とし

て一般会計からの繰入金が年々増加している傾向にある。 

介護サービス従事者の状況では、新しく介護サービスに従事する者を求めにく

い状況があり、新規従事者の養成、確保が課題となっている。 

その他、要介護の状態に認定された方は、島外の業者から電動ベッドをレンタ

ルしているが、その際フェリーの航送料がかかるため、利用者には大きな負担と

なっている。 

 

(9) 高齢者の福祉その他の福祉の現況 

令和２年の国勢調査による高齢者人口は８０９人で、高齢化率は４０．４％と

全道平均の３２．１％に比べ、著しく高くなっている。 

このため、特別養護老人ホーム、高齢者生活福祉センター、高齢者共同生活施

設の整備や、ホームヘルパーの派遣、デイサービス、見守り、町内・島外移送、
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福祉灯油券の交付などを実施し、高齢者福祉の充実に努めている。 

   保育所は、町立保育所が２か所整備されているほか、学童保育事業や子育て支

援センターの開設などにより、家庭や地域との連携に努めている。 

 

(10)教育及び文化の現況 

文教施設については、小学校２校、中学校１校、道立の高等学校１校が整備さ

れているが、少子化などにより児童生徒数が減少している。 

   社会教育については、利尻町交流促進施設「どんと」を核として、住民相互の

交流や他地域との交流が行われているが、多様な学習活動に応えるため、WEB活

用を含めた各種指導者へ研修機会を提供するとともに、人材活用体制・指導体制

の確立を図ることが求められている。 

   歴史的、文化的資源については、北海道の天然記念物に指定されている「利尻

島のチシマザクラ自生地」、北海道の指定有形文化財である「亦稚（またわっか）

貝塚出土の遺物」及び町指定文化財として「会津藩士の墓」等があり、教育、観

光資源としても保存が求められている。 

 

(11)観光の現況 

利尻島の観光客の入り込みは、平成１５年度をピークに減少が続いている。近

年は観光客の個人化が進みニーズも多様化しているため、体験施設を整備する等、

官民一体となった受入れ体制を構築している。 

 

(12)国内及び国外の地域との交流の現況 

本地域では、他地域との交流事業に特化したふるさと教育を実施しており、東

京都利島村などとの交流を通して、町や島に対する誇りや愛着の醸成を図り、将

来の島を担う人材育成を進めている。また、民間レベルで実施している歴史的、

文化的繋がりを縁として相互交流を行っている団体への補助を行っている。 

 

(13)自然環境の保全及び再生の現況 

自然環境は、登山道及びその周辺や平地部の植物自生地等への人の侵入や開発

等による人的影響を受けており、決して保存状態が良いとは言えず、自然崩壊に

も影響を及ぼしている可能性がある。また、自然保護に対する地域住民の意識も

低く、広報や研修活動等により意識の高揚を図る必要がある。 

外来種については、一部地域にオオハンゴンソウやセイヨウオオマルハナバチ

が見受けられ、ボランティア団体等による防除を実施しているが根絶には至って

いない状況にある。 

海岸漂着物の処理については、年一回漁協女性部を中心に、漁業者、漁協職員、

町職員等による海岸清掃を行っており、今後は地域全体で取り組んでいく体制づ

くりや補助金等の活用なども必要と考えている。 
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(14)再生可能エネルギーの利用その他のエネルギー対策の現況（２０５０年「ゼロ

カーボン北海道」の実現に向けて） 

  再生可能エネルギーの利用等については、役場庁舎及び総合体育館において設

備が導入されており、稼働しているとともに今後「ゼロカーボンニュートラル宣

言」を行い２０５０年の目標達成に向け推進中である。また、平成１６年度に「利

尻町地域新エネルギービジョン」を策定し、地域にあった新エネルギーの活用に

ついて検討し、平成２４年度には、災害対策を含め公共施設を中心に再生可能エ

ネルギー設備の導入を進めるため「利尻町再生可能エネルギー導入ビジョン」の

策定を行った。 

 

(15)国土保全及び防災対策の現況 

本地域は、地形、地質の関係から、融雪時や集中豪雨の際には、自然災害の発

生が危惧されており、海岸線も日本海という厳しい気象条件にあるため、波浪な

どによる海岸侵食や暴風による家屋等の被害がみられる。また、集落が海岸線に

点在しており、裏山が連続した急傾斜地である地区は、地域住民の高齢化に即し

た津波避難道の整備対策が求められている。 

消防体制については、利尻町、利尻富士町、礼文町の３町で利尻礼文消防事務

組合を設置し、広域体制をとっているが、消防署の体制、設備・装備等の整備に

ついては、各町ごとに責任分担があるので、救急体制を含めた計画的な整備促進

が必要とされている。 

防災対策の現況としては、地域防災計画の見直しを随時行うとともに、訓練を

通じて教訓を反映するほか、ＪアラートやＳＮＳの活用等を重視して整備を行っ

ている。 

避難住民用として、発災後３日分を目安とした災害時用物資の備蓄に努めると

ともに、新型コロナウイルス等の感染拡大防止を踏まえた避難所開設に必要な、

物品等の整備を遂次に行っている。また、関係機関との連絡連携体制を構築して

いる。  

出来ることから進めていく対策として、防災訓練の継続的な実施、各種防災情

報やハザードマップ等を網羅した「利尻町の防災」（小冊子）、を全戸配布して

防災意識の向上啓発を図っている。また、防災講話の実施、自主防災組織の組織

率向上に向け取り組みを行っている。 

 

(16)離島の振興に寄与する人材の確保及び育成の現況 

地域の振興において住民と行政の協働による町づくりは重要なキーワードであ

るが、現在の過疎化、少子高齢化が進んでいる状況下においては、自治会、各種

団体等において地域リーダーの高齢化や新たなリーダーの出現が少ないなどの問

題が出てきている。行政としては、各種の研修会や地域間交流の機会を見つけて

人材の派遣や発掘を試みているが、行政側の一方的な依頼によるものになりがち

で、住民発想、住民との協働による人材育成に努める必要がある。 
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(17)その他の離島の振興に関する現況 

①本土と離島及び離島間における広域連携 

本地域は、稚内市を中心市とする宗谷定住自立圏を形成する市町村として協定

を結んでいる。また、隣島の礼文島とは、利礼３町としての古くから行政や産業、

経済等様々な面で繋がりが深く、水産業や観光面での連携が図られている。 

 

 ②地域コミュニティ及び集落対策 

  町内には２６自治会を有しているが、人口減の影響もあり自治会規模の偏在が

問題となってきている。集落は海岸沿いに点在しているが、幹線である道道で繋

がっているため、孤立した集落の印象は極めて低い。 
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２ 離島振興の基本的方針 

 

（１）基本的方針と施策の柱立て 

本地域がこれまで大切にしてきた、基幹産業（漁業・観光業）や自然環境、そ

れにまつわる歴史・文化を守り高めながら、ここに暮らす人を中心に据えた町づ

くりを目指すため『「今」を暮らすみんなが共に、「未来」を創造できる町』を

テーマに掲げ、三つの柱（基本理念）を元に各種施策を進める。 

 

◆基本的方針◆ 

 

『「今」を暮らすみんなが共に、「未来」を創造できる町』 
 

■施策の三つの柱（基本理念） 

１ 共に生きる環境を作り、守る 

より快適に、より健やかに、この町で定住していくための環境の整備・

維持を行います。 

 

２ 共に歩む未来を照らす 

地域を支える産業振興・担い手育成など、未来に向けて適切な地域経営

を行います。 

 

３ 共に助け合うコミュニティを育む 

子どもから高齢者まで、安心して暮らしていくことができるコミュニテ

ィの創出・運営を行います。 

 

   ■２つの管理方針（マネジメント） 

     １．利尻町ならではの視点で、主体性・独自性を大切にする 

     ２．持続可能な未来をつくる 




